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午前１０時開議 

  

No.2 ○議長（伊藤 清議員）  

  皆さんおはようございます。 

 ただいまの出席議員 20 名でございます。定足数に達しておりますので、これより本日の

会議を開きます。 

 本日の議事日程につきましては、お手元に配付をいたしました議事日程表に従い会議を

進めます。 

 日程１、一般質問に入ります。 

 最初に３番 近藤千鶴議員、登壇にてお願いいたします。 

  

No.3 ○３番（近藤千鶴議員）  

 皆さんおはようございます。 

 議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまして壇上にて一般質問をさせていた

だきます。 

 １項目目、市の管理する施設の自動車駐車場の整備について。 

 市の管理する施設の自動車駐車場においては、多くの市民の方が利用しやすいように

整備を推進していくことは必要と考えます。 

 2004 年秋以降、ハート・プラスマークが普及し始めました。 

 ハート・プラスマークとは、身体内部に障がいを持つ方、身体の不自由な方、妊娠中の



方などの駐車場を示すものであります。 

 心臓や肝臓、肺など、体の内部に障がいがある内部障がいは、外見からではわかりにく

いものです。 

 現在、身体障害者手帳の交付を受けた人だけでも、全国で 145 万人にも上るそうです。 

 ハート・プラスマークが普及し始めて 10 年たちますが、ハート・プラスの会によりますと、

社会的理解はなかなか進んでないと言われています。 

 その要因として、福祉関係の事業でも、内部障がいに関する内容が入ってないことがあ

るのではないかと言われてもいます。 

 本市においては、以前、先輩議員が内部障がい者への理解促進を訴え、庁舎内の駐車

場にはハート・プラスマークの看板が取りつけられた経緯があるとお聞きしました。これに

より、体の不自由な方や身体内部に障がいを持つ方などは、車がとめやすくなりました。 

 現在も、市の管理する施設を多くの方が利用されています。利用者の多くは、車で来ら

れます。利用者の方が円滑かつ安全に利用できる自動車駐車場でなければならないと考

えます。 

 そこで、お伺いいたします。 

 ①自動車駐車場の現状について。 

 ②自動車駐車場の課題について。 

 ③自動車駐車場の今後の取り組みについて。 

 ２項目目、小中学生のいじめ等についての対応、対策について。 

 現在の小中学生を取り巻く環境は、社会の変化が急速で、これまであったものが消えか

けています。 

 一方、情報機器などの開発が進み、大人でも追いつけていない状況ではないでしょう

か。 このように社会変化がある中でも、小中学校は、児童生徒たちにとって楽しく学び、

生き生きと活動する場でなければならない。そして一人ひとりが大切にされ、自分の存在

や自己実現の喜びを充実できる場でありたいと、日々努力をしてみえます。 

 本市の教育委員会においても、教育委員会の学校教育の理念として、命をとうとび、人

を愛し、心豊かなたくましい人材の育成の教育理念に基づき、児童生徒の個性を伸ばし、

知、徳、体の調和のとれた自立した人間を育成すること、自分を大切にする心、他を思い

やる心、みずからを律する心、自然、文化を大切にする心を育み、社会の形成者としてそ

の発展に参画する態度を養うことを、学校教育の大きな目標としております。 

 また、いじめ問題についても、子どもたちのとうとい命を守るために、いじめられている子

たちの小さなサインを見逃さないように、いじめについて地域全体で把握するように努め、

いじめは絶対に許さないという認識に立ち、学校、家庭、地域、教育委員会等が連携をし

ていじめ撲滅に向けて取り組んでいくとあります。 

 家庭問題、友人関係、進路の問題など、子どもたちの悩みは多様化、低年齢化が増して

きているのではないでしょうか。 



 今までは、問題が起きてから対応するという考え方でしたが、悩みが起きたときに子ども

に寄り添える環境をつくっていくことが、これからは重要なことではないでしょうか。 

 学校においては、問題が起きにくい学校風土をつくる、問題を回避できる児童生徒に育

てるなど、予防的な対応をしていくことが大切と考えます。 

 また、ＮＰＯ法人でボランティアの電話相談を全国で 76 団体が活動しているところもあり

ます。 

 本市においても、子どもたちの悩みが深刻になる前に対策していく必要があると考えま

す。 

 そこで、お伺いいたします。 

 ①小中学校でのいじめ対策等についての対応の現状について。 

 ②小中学校でのいじめ対策等についての対応の対策について。 

 ③小中学校でのいじめ対策等についての対応の課題について。 

 ④小中学校でのいじめ対策等についての対応の今後の取り組みについて。 

 以上で壇上の質問を終わります。 

  

No.4 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.5 ○市民生活部長（石川順一君）  

 それでは、市民生活部より、市の管理する施設の自動車駐車場の整備についてのうち、

本庁舎と分庁舎の分を中心にお答えさせていただきます。 

 ①自動車駐車場の現状についてでございます。 

 現在、本庁舎には、来庁者、公用車用を含め 153 台分の駐車が可能でございます。 

 うち、来庁者駐車場は 93 台、内訳は、普通車 65 台、軽自動車３台、立体駐車場の２階

に 20 台、身障者駐車場５台となっております。 

 分庁舎には、来庁者駐車場 19 台、身障者駐車場１台となっております。 

 身障者駐車施設については、愛知県の人にやさしい街づくりの推進に関する条例に従っ

た台数の確保に努めております。 

 ②自動車駐車場の課題について。 

 平成 21 年度には、身障者駐車場を、障がい者だけでなく妊産婦、身体内部に障がいの

ある方、けがなどをしている方にも利用いただけるように、看板を設置しまして利用をして

いただくようにしております。 

 しかしながら、市役所本庁舎の敷地内には、ひまわりバスのバス停などいろいろな施設

が複合的にあり、駐車スペースの平たん性の問題や、排水のための側溝があること、また



誘導する点字ブロックなどを備えていないこともございます。 

 また、市内の全ての公共施設が必要台数や表示看板などの装備を具備しているわけで

はないことも承知をしております。 

 ③でございます。自動車駐車場の今後の取り組みについて。 

 現在、本庁舎では、耐震改修工事を行っており、一部の駐車場が使用できない状態が

続いております。来庁者の方にご迷惑をおかけすることのないように改修工事をしており

ますが、駐車スペースは少なくなっております。 

 改修工事に合わせまして、路面を平たん化させることやラインの引き直しなども行い、よ

り利用しやすい設備としてまいりたいと考えております。 

 終わります。 

  

No.6 ○議長（伊藤 清議員）  

 津田教育部長。 

  

No.7 ○教育部長（津田 潔君）  

 それでは、教育部より、２項目目の小中学生のいじめ等についての対応・対策について

順次お答えしてまいります。 

 まず１点目、①小中学校でのいじめ対策等についての対応の現状についてお答えいた

します。 

 小中学校でのいじめ対策等への対応については、常に学校が危機感を持って組織的か

つ適切に早期発見、早期対応を行っております。 

 いじめや問題行動が表面化したとき、すぐに複数の教職員が児童生徒から聞き取り、突

き合わせ、これを行います。 

 特にいじめの場合は、いじめられた児童生徒からいじめの内容について受容的な態度

で丁寧に聞き取りを行っております。 

 そして次に、担任、関係職員、管理職で情報を共有して、指導の方向性を立てておりま

す。 

 その後、両者立会の上、事実確認をした後、毅然とした態度で指導を行っております。 

 指導内容については両者の保護者へ伝え、内容によっては、保護者も同席して今後の

方向性を話し合いいたします。 

 そして、継続的に状況を確認し、指導をしてまいります。 

 次に、②であります。 

 ②の対応の対策についてでありますが、いじめ対策等で重要なのは、いじめや問題行

動等を未然に防ぐ予防的活動、これが大切であるというふうに考えております。 

 例えば、生活アンケートとその結果を踏まえた教育相談を行うことで、いじめ問題行動等



が起こりにくい状況をつくっていきます。 

 そのほかにも、朝会での校長の講話、学級での担任講話、道徳の授業等で、児童生徒

に道徳的価値が高まるようにしております。 

 また、異学年交流、部活動、学校行事等を通じて、一人ひとりが存在感を感じ取ることが

できる学校経営、学級経営を行っております。 

 小学３年以上で行っているＱ－Ｕアンケート、こちらを活用することで、学級内で児童生

徒の様子に気づく場合もあります。 

 こうした予防的活動を行うことで、いじめや問題行動が広がったり大きくなったりするのを

未然に防ぐようにしております。 

 次に、３点目でありますが、いじめ対策等の対応の課題についてお答えいたします。 

 いじめ対策に関する対応の課題としては、次の点が挙げられます。 

 まず１つ目は、良好な人間関係を築くコミュニケーション能力をどのように育てるか。 

 ２つ目には、いじめに対して周囲で助長したり傍観したりするのではなく、いじめを許さな

いという環境をどのようにつくるか。 

 ３点目に、ネットや携帯電話、これらでのいじめなど、人目につかないケースをどのよう

に防いでいくか。 

 そして、これらの課題に的確に応えることができる教職員の力量の向上が課題である、

そのように考えております。 

 また、子どもの様子の変化を感じ取ってもらうための家庭への啓発と連携も大きな課題

である、そのように考えております。 

 ４点目、対応の今後の取り組みについてであります。 

 本年６月に交付されましたいじめ防止対策推進法、その中に、文部科学省がいじめ防止

対策基本方針を策定しております。 

 これをもとに、市と学校がいじめ対策推進基本方針を現在、策定中であります。 

 教職員がいじめ問題に適切に対応できるように、県から出されている「小さなサインが見

えますか」等の資料を活用した研修の実施を検討しております。 

 また、ＬＩＮＥ等の情報機器を利用した新しいいじめの形態に教職員が対応できるように、

情報機器に関する研修会の実施も検討しております。 

 以上終わります。 

  

No.8 ○議長（伊藤 清議員）  

 一通り答弁は終わりました。 

 近藤千鶴議員。 

  

No.9 ○３番（近藤千鶴議員）  



 全般にわたり、答弁ありがとうございました。 

 それでは、１項目目から再質問をさせていただきます。 

 先ほどの答弁では、庁舎内の駐車場について答弁していただきましたが、ほかの施設

の重立ったところの現状をお聞きしていきたいと思います。 

 まず、総合福祉会館の現状をお聞かせください。 

  

No.10 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.11 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 それでは、健康福祉部より総合福祉会館の現状についてお答えいたします。 

 総合福祉会館駐車場については、正面駐車場に一般者用33台と、障がい者用２台があ

ります。 

 障がい者駐車場には障害者マークは路面表示されておりますが、妊娠中の方ですと

か、けがをしている方ですとか、身体内部の障がいのある方などの表示はされておりませ

ん。 

 これは、障がい者駐車場の前面が車椅子用のアプローチとなっておりまして、看板を設

置すると、そこへの進入が難しくなるためというふうに思われております。 

 また、敷地の東方面に、借地ではございますが、22 台の駐車場を用意しております。こ

ちらは、一般用のみでございます。 

 あと、自動車駐車場の課題についてでございますが、行事とか会議等、来客の多い日に

は、駐車場が不足する問題はございますが、平時においては、特に問題がないと聞いて

おります。 

 また、３点目の自動車駐車場の今後の取り組みについてでございますが、先ほどのマー

クの表示につきましては、非常に難しい部分がございますが、駐車場の工事等があれば、

それに合わせた形で検討してまいりたいというふうに考えております。 

 終わります。 

  

No.12 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.13 ○３番（近藤千鶴議員）  

 ありがとうございました。 

 次に、勅使墓園の駐車場の現状、課題、今後の取り組みをお聞かせください。 



  

No.14 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 横山経済建設部長。 

  

No.15 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 現在、勅使墓園には 92 台の駐車場がございます。そのうち３台が身障者用の駐車場と

なっております。 

 次に、自動車駐車場の課題でございますが、障がい者用駐車場が昨年度利用を開始い

たしました新しい駐車場側に集中しておりまして、従来からある駐車場側に設けられてい

ないということであります。 

 それから、今後の取り組みにつきましては、墓園利用者全体の利便性を考えた場合、従

来からある駐車場にも必要であるということでございますので、今後、設置に向けて検討し

てまいりたいと考えております。 

 以上です。 

  

No.16 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.17 ○３番（近藤千鶴議員）  

 では次に、市内の公園は、近隣の方が多く利用するため駐車場が少ないということは承

知しておりますが、ことし６月にフルオープンした勅使水辺公園は、他地域からの利用者

の方も多いと思いますので、現状をお願いします。 

  

No.18 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 横山経済建設部長。 

  

No.19 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 勅使水辺公園の現状でございますが、41 台のうち、障がい者用駐車場が１台ございま

す。 

 駐車場の課題につきましては、現状では特に苦情等は承っておりません。 

 以上でございます。 

  

No.20 ○議長（伊藤 清議員）  



 近藤千鶴議員。 

  

No.21 ○３番（近藤千鶴議員）  

 ありがとうございました。 

 今、現状をお聞きして、総合福祉会館などは、マークの表示はあるけど場所が難しいと

か、勅使墓園のほうは、私も現場を見に行きましたが、新しくできたほうに３台、偏っており

まして、身障者の駐車場が、従来のほうにはマークもないんですね。 

 スロープはついているものですから、車椅子を利用の方には使いやすくなっております

が、ぜひとも、これは早急に検討のほうをよろしくお願いしたいと思います。 

 そして、内部障がいのある方について新聞記事がありました。 

 ３名のちょっと例なんですけど、大阪府に住む 50 代の男性の方は、肺気腫の一種の病

気だそうで、激しく動くと息苦しくなるという、見た目には健常者と変わらない。バスの優先

席に座っていると、冷たい視線を浴びせられることもある。 

 また、都内に住む50代の男性は、過去に心筋梗塞を患ったことがあって、現在は回復し

ているものの、長い距離を歩くのは不安。そして大型商業施設に行った場合、出入り口付

近の車椅子マークの障がい者用駐車場のマークだけ設置して表示してあるところには、本

当はとめたいんだけど、とめづらいという声があるそうです。 

 そして、熊本県に住む 20 代の女性は、生まれつき心臓の大動脈と肺動脈が入れかわっ

た完全大血管転位症という病気を患っているそうなんですけど、現在は仕事に携わってみ

えますが、通勤のとき、日常的に電車バスを利用するとき、体力がないので、公共交通の

機関を使用するときに優先席に座っていると、「お年寄りに席を譲ったらどう」というふうに

声をかけられたりして、本当に内部障がいのことを多くの方がもう少しわかっていただけた

らうれしいという声があるそうです。 

 そして、内部障がいへの社会的理解の拡大を先進的にしている自治体もあります。 

 これは福岡市なんですけど、ことしの９月から市内の内部障がい者を対象に、ハート・プ

ラスマークを印字されたカードとバッチの無料配布を始めた。 

 カードやバッチをバックなど他人から見える場所につけることで、公共交通機関の優先

席に座りやすくなるのが狙いだということで、このホームページを見て、私なりに皆さんが

イメージしやすいようにちょっとつくったんですけど、こういうカードをつくってかばんに下げ

るというものです。 

 大好評だったというのは、これはバッチですね。この大きさは、ちょっとサイズが書いてな

かったので、あんまり小さいと見えないと思って、このぐらいでつくったんですけど、こういう

缶バッチをつくってかばんに張って、常に通勤通学に使うかばんとかに張って、そういう方

だったら電車に乗っていても、また駐車場でも、表示のないところでも、このマークをつけ

ている方だったら、ああ、そういう方なんだなということが遠くからでも見えて、そういう方だ

ったら使ってみえてもいいんだなということが、周りの人がわざわざ聞かなくても認識をで



きると思って、とてもこの福岡市の取り組みはいいと思いました。 

 先ほど、総合福祉会館はスペースの問題で、車椅子用のアプローチがあるので看板の

設置が難しいとかありましたが、そういうところでは、こういう表示をつけた方が利用すれ

ば、皆さんに、ほかの方にも、周りの方にもわかってもらえるので、これは一度考えていた

だけないかなと。 

 私の知っている方でも、40 代の方で、見た目には本当にわからないんですけど、心臓の

疾患があって障害者手帳もお持ちだという方ですけど、見た感じは本当に元気そうで、車

に障害者マークをつけていても、大型商業施設では、豊明市ではないと思うんですけど、

大きいところでは、その障がい者のマークの駐車場にだけ警備の方をつけてみえるところ

もあるんですよね。 

 そのマークをつけてない方がとめられれば、すぐに「ここはそういう専用のところですの

で、ほかの駐車場をお使いください」といって、もうすぐ係の人が飛んで見えて、声をかけ

るんですね。 

 車にマークがついていれば声はかけないんですけど、でも、明らかにどこか足が不自由

だとか、つえをついているとか、車椅子とか、妊婦さんとか、そういうふうでなければ、マー

クはついているから声はかけれないけど、あの人何だろうというような、ちょっと嫌な視線

を感じるとその方は言っておりました。 

 そういう方にも、こういうものをつけていれば、ああ、内部障がいがある方なんだなという

ことで理解をしていただけると思うので、こういう先進的な取り組みがありますが、本市で

は取り入れるというお考えはどうでしょうか。 

  

No.22 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.23 ○市民生活部長（石川順一君）  

 障がい者用駐車場の利用について、一般の方が使ってしまわれてというケースもござい

ます。 

 そういったことも非常に困るものですから、それをどうしたらいいかというようなことは、対

策がありまして、愛知県のほうでもいろいろと考えておるようなんですけども、今のところま

だ、そういったマークをつくってとまではいっていませんけども、こういった身障者用の駐車

場を利用していただけるような啓発活動なんかも、愛知県のほうでもやっておるということ

は聞いております。 

 それから、内部障がいの方についてのマークというか、これなんですけども、この本庁舎

に看板を設置したときに、やはり社会福祉課のほうにもそういったようなお話がございまし

て、そのときに、やはりこういったマークをラミネート加工してお渡しできるように準備はさ



せていただいて、広報等にも掲載させていただいて、みえた方にはお配りするような形で、

今も社会福祉課でやっておると思うんですけども、やらせていただいておると思います。 

 終わります。 

  

No.24 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.25 ○３番（近藤千鶴議員）  

 それでは、またそういう周知も、時期を見て広報での周知をしていただきたいと思いま

す。 

 もう一つ、愛知県の北名古屋市では、住民の体力づくりの拠点施設の健康ドームという

ところがあるそうです。 

 ここの出入り口付近に、内部障がい者用の駐車スペースが設けられているそうです。 

 隣は車椅子用の身体障がい者用の駐車場、その隣には内部障がいのある方だけのハ

ート・プラスマーク、これをカラーで駐車場に舗装をしてマークを見せやすくして、そういう

限定をして駐車スペースもつくっているという先進的な地域もあります。 

 また、このハート・プラスの会の方によりますと、「車椅子利用者の駐車スペースと分けて

整備してもらえるということは本当にありがたい」という声が来ているそうであります。 

 駐車場に関しては、使う方のマナーもありますけども、市のほうのまず市民の皆さんのこ

とを思っての推進もお願いしたいと思います。 

 そして、もう一つお聞きしたいことがあります。 

 本庁舎は、先ほどからも言っていますけど、ハート・プラスマークの駐車場も設置してい

ただいておりますけども、利用者のことを考えると、障がい者専用の駐車場のところにカー

ポートというか、屋根がついていると、雨の日なんかはとても喜んでいただけると思うんで

すけど、そのような計画はお持ちではないでしょうか、お聞かせください。 

  

No.26 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.27 ○市民生活部長（石川順一君）  

 車椅子で訪れられた方が、雨天時などで乗降に際して屋根があれば本当に便利だろう

ということは思っております。 

 ただ、屋根をつけるスペースが必要となりまして、駐車台数の調整が必要になってくるの

かなということも考えております。 



 現在、耐震工事で駐車場の一部が変更になることもございますので、今すぐではちょっと

難しいんですけども、工事完了した時点で、駐車スペース等を見ながら、また検討させて

いただきたいと思っております。 

 終わります。 

  

No.28 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.29 ○３番（近藤千鶴議員）  

 本庁舎は、市の中でも一番市民の方が利用される駐車場だと思いますので、ぜひ、今す

ぐは耐震の工事でできないことはわかりますけども、ぜひとも要望いたしますので、検討を

よろしくお願いいたします。 

 次に、２項目目の再質問をさせていただきます。 

 先ほど答弁いただいたいように、学校では本当に児童生徒のことを思い、楽しく学び、生

き生きと活動できる場にするために、さまざま取り組みをしてくださっていることはわかりま

した。 

 今、児童生徒たちの現状を知るために、先ほどの答弁にもありましたように、教師の皆さ

んが今の時代に、子どもたちに寄り添っていくためには、教師の方の通信機器とかＩＴとか

そういうことの、子どもに追いついていけるかということの研修というか、そういうものがす

ごく課題ではないかなと言われました。 

 先ほど部長も、いじめを防ぐ上で、教師の力量が大切だというお声がありましたけど、そ

ういうＬＩＮＥとかの教師の研修を今後検討していきたいというお声でしたが、研修会の状況

はどうか、ちょっとお聞かせください。 

  

No.30 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.31 ○教育部長（津田 潔君）  

 先ほどお答えいたしましたように、最近、情報機器、ＬＩＮＥに依存している、ＬＩＮＥに参加

しないといじめられる、そのような状況が顕著に、頻繁に見られるようになってきておりま

す。 

 教職員も今、議員がおっしゃるように、新しい携帯電話の使い方、ＬＩＮＥとかそういう情報

を的確に把握して、どのような形で児童生徒に対応していかなければならないか、この辺

のところは、通信機器メーカーとか、愛知県の防犯関係の方の講習を受けて、その辺、指



導していきたい、そういうふうに考えております。 

 以上です。 

  

No.32 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.33 ○３番（近藤千鶴議員）  

 11 月 28 日に、日経トレンディのネットのニュースの中にこういうものがありました。 

 「2013 年 11 月 25 日、ＬＩＮＥの登録ユーザーの数が３億人を突破しました。2011 年６月

23日のサービス開始以降、わずか２年５カ月で成し遂げた数字です。」と、当局の皆様もこ

ういうニュースを見たと思いますけど、すごい数だと思います。 

 そして、ご存じでもう利用されている方もあるとは思うんですけども、ＬＩＮＥでは、自分が

送ったメッセージというのは、それを見たときの記録というものが、「何時何分にこのメール

を見ましたよ」というのが相手に表示もされるんですね。 

 この記録というのは、相手に自分の連絡したことが伝わったということで、すごく便利な

一面もあるんですけども、これが子どもたちにとっては、とても悩みの種になっているので

はないかという記事でした。 

 この記録という機能があることが、特に若いユーザーの間で、人間関係に大きく影響す

るケースが出ている。 

 子どもたちは、メッセージの記録がついたのに返事が来ない、いつまでたってもメッセー

ジに記録がつかないということをずっと気にして、しょっちゅう、送った後、携帯ばかり確認

のために見てしまう。 

 そしてまた、そういう記録がつかない、返信がないということで、またどういうことを悩むか

というと、自分がないがしろにされているのではないかとか、相手に距離を置かれている

のではないだろうか、送ったメッセージに問題があったのだろうか、失礼なことをしてしまっ

たのではないか、相手は調子に乗っているのではないか、また相手に何かあっのではとい

う心配、こういうことを、ひとりでその記録がつかないということに対して悩んで、相手との

関係をすごく疑ってしまうというか、何かこう、どうしてなんだろうということを、自分が何か

悪いことをしたんじゃないかということで、すごく悩んでしまうということもあるそうです。 

 これを見て、気にしない子もいるとは思うんですけど、たかが記録ぐらいで動じることはな

いのにと考えている方もいるでしょうということもここに書かれています。 

 しかし、若年層などネットやスマホが当たり前に生活と密着している世代にとって、自分

のアイデンティティーを揺るがすほど大きな問題なのです。 

 学校から友だちと一緒に帰り、別れた直後からＬＩＮＥで話すというのが当たり前なユーザ

ーは、決して少なくありません。 

 私は、情報やコミュニケーションを伝達する手段が変わっただけで、どの世代もその時代



にはやった何らかのコミュニケーション手段を使っているに過ぎないということなんです

ね。 

 私も、家族内だけのグループでＬＩＮＥというものをやっておりますが、この記事では、家

族内でのＬＩＮＥのグループ機能をぜひ使ってみてくださいと言われております。これによっ

て、ＬＩＮＥの使い方に悩む若い世代の気持ちを理解してあげやすくなると思いますとして

おります。 

 このＬＩＮＥというものは、今はコミュニケーションのツールでありますけども、１世代前は、

ポケベルとかいろいろありました。 

 この数年後にはどんなものに変わってくるかわかりませんけども、こういう変化に応じて

教師の方たちも、子どもたちの心を知るために、大人がすぐ子どもの今の情報機器の進

化に追いついていけるように、敏感に教師の方は捉えていっていただきたいと思います。 

 先ほど研修会の話がありましたけども、今後、検討されていくということなので、ぜひとも

教師の皆さんが、自分自身がまず、聞くだけではなく自分でも小さい単位でというか、やっ

てみてとか、そうすると本当に子どもたちの悩みも、ああこういうことって結構気になるんだ

なとか、送る言葉もやっぱり選んでしなきゃいけないんだなとか、そういうことがわかると思

います。 

 子どもたちは、自分のいる家庭、また学校、部活のその世界がもう全てだなと小中学生

は思うと思うんですよね。 

 その中で少しつまずいてしまったら、もう自分はどうしたらいいんだろうってすごく深く悩

んでしまって、大きな問題に、それが発端でいじめにつながったり、不登校になってしまっ

たり、大きく問題が深刻化していくのではないかと思いますので、ぜひとも教師の皆さん

も、教師の皆さんだけではないんですけど、一番やっぱり接している、この子には何か悩

みがあるんだろうということに寄り添うためにも、まず今、子どもたちが一番どんなことをし

ていて、子どもたちの気持ちがわかるような研修会というものがすごく大事なことだと思い

ます。 

 そして、それを教師の皆さん全員が共通認識と捉えるということもすごく大事なことだと

思いますので、先ほど答弁いただきましたが、研修会の推進は早急に取り組んでいただ

けるか、もう一度お伺いいたします。 

  

No.34 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.35 ○教育部長（津田 潔君）  

 先ほどご答弁いたしましたように、ネット、携帯電話とかＬＩＮＥですね、スマホによるＬＩＮ

Ｅ、盛んに児童生徒、行っているという状況になっております。 



 教員のほうも、そういうＬＩＮＥについての正しい知識と理解を得るために、本年度、情報

機器に関する研修を検討しておるところでございます。 

 以上です。 

  

No.36 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.37 ○３番（近藤千鶴議員）  

 それでは、実施のほうをよろしくお願いいたします。 

 次に、愛知県の教育委員会のホームページの中に、小学校における問題行動早期対応

の手引きというものがあります。 

 この中でも、県の教育委員会の取り組みとして、平成 23 年度生徒指導サポート協議会

を組織し、いじめ等問題行動を未然防止の意識を確認していこうというものが載っておりま

した。 

 学級担任がひとりで問題を抱え込みがちな小学校においては、どのように校内の教職

員や外部の関係機関との連携を図り、問題行動の未然防止や早期解決に向け取り組め

ばよいのか、研究推進校、実践校での取り組みについて検証をしてきたということで、そし

てまずは未然防止の意識を持っていこうということで、手引きをつくられたという経緯があ

ると思います。 

 先ほども、未然防止が大事だと教育部長、言われましたけども、豊明市の教育委員会に

おいて、何かこの未然防止について特化した取り組みをお考えかお聞かせください。 

  

No.38 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.39 ○教育部長（津田 潔君）  

 やはり、いじめ問題行動等を未然に防止する予防的活動、１つ例をお答えいたしますと、

平成 25 年、今年度から小学校３年生以上、中学校は全学年でありますが、Ｑ－Ｕアンケ

ート、こちらを年２回、６月と年が明けて大体１月～２月ぐらいに実施しております。 

 この児童生徒の学校生活におけるアンケート、居場所づくりとかいじめられていないかと

か、そういうものをアンケート結果にして、ビジュアルといいますか、座標で見えるような形

にしております。 

 このアンケートの結果によりまして、ふだん、教員が観察しているような、そのとおりの結

果も出る児童生徒もおりますが、中には、教員がふだん感じているのと違う結果が出る。



本人が一生懸命悩んでいるんだけど、表面に出さずに頑張っているという、そういうような

内面的なアンケート結果も出てきております。 

 これらのＱ－Ｕアンケート、いじめ問題行動の予防的な１つの手段として、教育委員会は

進めていきたい、そういうふうに考えております。 

 以上です。 

  

No.40 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.41 ○３番（近藤千鶴議員）  

 次に、スクールカウンセラーさんのことについて、ちょっとお聞きしたいんですけど、スク

ールカウンセラーは、愛知県生徒指導推進協議会がつくってみえるスクールカウンセラー

活用リーフというものをホームページから取り出してみたんですけど、ここでも、第１段階、

未然防止、「全ての児童生徒に問題が起きる前に、起きにくい環境づくり、資質を育てる」

ということがうたってあります。 

 そうなんですけど、このスクールカウンセラーさんが相談活動だけの仕事になっていない

でしょうかということが、問題ではないかと思いました。 

 このリーフの中に、スクールカウンセラーさんからのＱ＆Ａということが載っておりまして、

「スクールカウンセラーに未然防止の取り組みをしていただくような時間がありません。ど

うしたらよいのでしょうか」ということで、スクールカウンセラー来校日の全ての時間が相談

の予約で埋まっているという現状があるそうなんですね。 

 本市においても、中学校は３校で、小学校は９校中、栄小と三崎小のお二人という現状

だと思うんですけど、一番大きい中央小にはカウンセラーさんがみえません。また、９校中

お二人という数も少ないと思うんですけど、この点、教育部長、どうお考えでしょうか。 

  

No.42 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.43 ○教育部長（津田 潔君）  

 スクールカウンセラーはいじめ等の問題行動の相談の窓口になっております。 

 今、おっしゃいましたように、小学校は９校で２名、三崎と栄、これは拠点校でありまし

て、それぞれ各学校、中央小学校でも、そのようなスクールカウンセラーと相談アドバイス

を受けたいときには、日程調整をして中央小学校に出向いているというような形でありま

す。 



 しかしながら、やはりスクールカウンセラー、県から派遣されているスクールカウンセラー

ですが、相談案件というのは非常に多く、スクールカウンセラーが活躍しているというよう

な認識をしているところで、なかなか相談時間がとれないというような話も聞いておりま

す。 

 そういうことを解消するために、各学校では、いじめ・不登校対策委員会というのが設け

られておりまして、そこの中でも、各教師の担当者もおります。スクールカウンセラーと連

絡を密にして、相談もありますし、それから相談以外にもアドバイス、そういう委員会にも

出ていただいて、スクールカウンセラーが委員会に出ていただいている学校もありますの

で、限られた勤務時間になっておるんですけれど、いろいろ有効的に配置しているという

のが現状で、そういうふうに認識しております。 

 以上です。 

  

No.44 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.45 ○３番（近藤千鶴議員）  

 スクールカウンセラーさんは県から来ていただいているということですが、県のほうに要

望とかそういうものは出されては、人数をもうちょっとふやしてほしいとか、要望は出してみ

えないんでしょうか、ちょっとお伺いします。 

  

No.46 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.47 ○教育部長（津田 潔君）  

 スクールカウンセラーの増員配置については、市として機会あるごとに要望しておりま

す。 

 愛知県も、財政上の理由があるんですが、スクールカウンセラーの職域を越えたスクー

ルソーシャルワーカーというのもあるんですが、県としては、スクールカウンセラーを全校

に配置したい、そういう方針で愛知県も考えております。それによりまして、市のほうもでき

る限りそういうような増員配置ができるように、機会あるごとに要望している状況にありま

す。 

 以上です。 

  

No.48 ○議長（伊藤 清議員）  



 近藤千鶴議員。 

  

No.49 ○３番（近藤千鶴議員）  

 それでは、要望をし続けて、１人でも多くスクールカウンセラーさんが入って、子どもたち

のために、また保護者の皆様のためにもなるように、よろしくお願いいたしたいと思いま

す。 

 そして、先ほどからも問題行動の未然防止の意識を持っていくということが大事だという

ことを訴えておりますが、あるボランティアの電話相談で、チャイルドラインというものがあ

ります。 

 これは、18 歳までの子どもが全国どこからでもかけられる電話で、この発祥というのが、

1970 年、北ヨーロッパで、イギリスでは、その番号を知らない子どもはいない、お説教抜

き、押しつけ抜き、子どもたちの声にただただ耳を傾けますというものです。 

 日本では、1998 年から始まっております。 

 「子どもは、本気で自分の話を聞いてもらえた、受けとめてもらえたと感じることができれ

ば、自分自身でその課題と向き合い、乗り越えていく力を持っています。そう信じ、子ども

の言葉の奥にある心を受けとめることに全力を傾ける電話でつながる心の居場所、それ

がチャイルドラインです。」という、こういう趣旨を持って活動をされているところです。 

 ちょっと紹介しますと、かけ手の年齢、性別、これは会話が成立したものというもので、男

子小学生は 9.9％、女子小学生 30.8％、男子中学生 16.6％、女子中学生 20.8％、男子高

校生 47.7％、女子高校生 43.2％、男子不明 25.6％、女子不明 14.1％、未就学児、性別不

明が 56.1％というかけ手です。 

 これを見て、さまざまな小学生、男女、また高校生まで、本当に多くの年代が利用されて

いると感じました。 

 子どもの声ということで少し載っていたんですけど、この内容は、実際にかかってきた内

容をもとに再構成をされたということで、全部実話では、１人の悩みではないということだと

認識しておりますが、本当にすごくささいなことでも電話をしているなということを感じたの

で、１～２例ちょっと紹介をしたいと思います。 

 「お母さんが病気でずっと寝ているの。朝も起きないよ。朝御飯は大抵食べないで学校

に行くの。学校が終わったら、友だちの家で遊んでいるんだけど、友だちの家はうらやまし

いなあ」って、小学生の男の子です。 

 また、小学生の女の子から、「パパとママがいなくて今夜もひとり、寂しいな。どうして家

はこうなんだろう。パパは仕事で出張だし、ママも仕事で夜中になるの。何で私はひとりっ

子なのかなあ」っていう声です。 

 次に、中学生の女の子です。「仲よかった友だちが、このごろ私を避けているみたいで悩

んでいるんですけど。みんなで話していて、私が行くと黙ってしまうし、この間、ほかのグル

ープの子が私の陰口を言っているよって教えてくれたんだけど、私は何を言っているのか



わからなくて心配で、私は何も悪いことしてないんで、何でなんだろうなあ」っていう声で

す。 

 中学生の男子の子、「中学に入ってバスケット部に入ったんだけど、先輩が怖い。ちょっ

とでもおくれるとすごく厳しくて、バスケ好きなんだけど、やっていけるかなあ」って。 

 こういう声を読んで、すごくささいなことなんですけど、でも、やっぱりこういうことだと、な

かなか学校のスクールカウンセラーさんにまで相談には行きにくいのかなあっていう思い

はしました。 

 でも、今、言いたいことを、こうやって自分の思いを聞いてもらえる場所があるということ

は、とても子どもたちにとって大きく、問題行動につながることを防ぐための未然防止につ

ながるのではないかと思いました。 

 これは本当に１つの例のボランティアの取り組みですが、教育委員会としても、問題行動

の未然防止について取り組みをいろいろお考えだと思いますが、先ほど答弁いただいた

以外に、何かこう具体的に、こういうことに取り組んでいきたいなとか、そういうものはあり

ますでしょうか。 

  

No.50 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.51 ○教育部長（津田 潔君）  

 今、チャイルドラインというようなお話、ＮＰＯのですね、お話をいただきました。 

 やはり未然にいじめ問題行動を防ぐために、相談の機会、スクールカウンセラーも県に

要望していくわけですが、児童生徒が相談できるような機会、今、スクールカレンダーとい

うのを毎年つくっております。中学生の生徒手帳に入るような大きさの中に、学校の就業

日、休業日等の裏面にいじめ等を相談できるような各相談先電話番号が書いてございま

す。そういうものを毎年児童生徒に配って、悩んだときに早目に相談してもらうというような

ことも行っております。 

 以上です。 

  

No.52 ○議長（伊藤 清議員）  

 近藤千鶴議員。 

  

No.53 ○３番（近藤千鶴議員）  

 そのスクールカレンダーには、心の電話とか表示をして、子どもたち、または保護者の方

に周知してみえるのも知っておりますけど、ちょっと見にくいと思うんですが、チャイルドラ



インというのも、こういう名刺型のカードのようなものも発行しておりますので、「もし、よけ

ればこういうものがあるんですよ」と周知することはとても大事だと思いますので、教育委

員会でも検討はしていただきたいと思います。 

 最後に、教育長にもちょっとお伺いしたいんですけど、未然に防ぐという、問題行動が起

きる前に未然に防ぐということで、教育長のお考えをお願いします。 

  

No.54 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 市野教育長。 

  

No.55 ○教育長（市野光信君）  

 いじめの未然防止ということなんですけども、やっぱり信頼できる大人がいるかということ

が大事だと思います。 

 例えば、家庭では親の方、それからおじいちゃん、おばあちゃん、それから地域では世

代を超えた大人、それから学校で大人といえば教員ですから、そういった人たちがいるか

どうかというのが、一番大きなポイントになってくるというふうに考えております。 

 したがいまして、学校に取り出して申し上げますと、教員一丸となってそういった生徒か

ら信頼される、「おい、何やっとるんだ」という視点じゃなくて、「どうしたの」という、先ほど議

員がＬＩＮＥ関係の話で、先生たちもちょっとＬＩＮＥをわかった上で聞くのがいいんじゃない

かというご提案がありましたけども、そういうのも含めまして、そういった相手の目線に立っ

て考えられるというか、それが信頼を醸成する１つの手段であると思いますので、そういっ

た大人がいるかという、また、そういうふうに子どもたちが思えるかというのが、１つ大きな

考えになると思いますし、そのような学校を豊明も目指していかないと、議員も最初におっ

しゃられたように、いつまでたっても対処療法的な措置、これはもう予算的にも、それから

マンパワー的にも疲弊していくばかりですので、そうじゃない、そういうような空気といいま

すか、そういったものを醸成していきたいというふうに思っております。 

 以上です。 

  

No.56 ○議長（伊藤 清議員）  

 残り時間約２分です。 

 近藤千鶴議員。 

  

No.57 ○３番（近藤千鶴議員）  

 今、教育長も言われたように、現在、いじめや不登校など起こってしまってからの対応

も、本当に先生たち一丸となってその問題を当事者、児童生徒の子どもにとって一番よい

結果になるよう対応してくださっていることは、とても大事で、大切なことだと思っておりま



す。 

 それと同じように、先ほどからも話をしているように、未然に防いでいくことはとても重要

ではないでしょうか。 

 将来のある児童生徒のために、学校でできること、また地域でできること、行政でできる

こと、それぞれ連携を持ちながら取り組んでいくことが、豊明市にとっても、将来の子ども

たちを育むという上でとても大事なことにつながると思いますので、ぜひともこれから、問

題行動を未然に防いでいく取り組みを強く前向きに取り組んでいただきたいことを要望し

て、私の一般質問を終了します。 

  

No.58 ○議長（伊藤 清議員）  

 石川市民生活部長。 

  

No.59 ○市民生活部長（石川順一君）  

 先ほどの私の答弁の中で、社会福祉課のほうでハート・プラスマークのほうをお渡しして

おるようなことを申し上げましたけども、現在はお渡ししてないということでしたので、申し

わけございませんでした。 

  

No.60 ○議長（伊藤 清議員）  

 これにて、３番 近藤千鶴議員の一般質問を終わります。 

 ここで 10 分間休憩といたします。 

 
午前１０時５９分休憩 

 
午前１１時９分再開 

  

No.61 ○議長（伊藤 清議員）  

 休憩を解き、休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 １９番 前山美恵子議員、登壇にてお願いします。 

  

No.62 ○１９番（前山美恵子議員）  

 では、議長より発言の機会をいただきましたので、４点にわたり質問をさせていただきま

す。 

 その前に、11 月 20 日に我が党は予算要求書を約 250 項目提出をさせていただきまし

た。より多く反映していただきますよう、ここにお願いをいたします。 

 その中で、きょうは４項目の質問を用意いたしましたので、よろしくお願いいたします。 

 まず最初に、平和行政の推進を求めて質問をいたします。 



 本市の平和行政については、1985 年 12 月 20 日に豊明市議会で平和都市宣言決議を

行っております。ここの中には、「私たち豊明市民は、広島、長崎の惨禍を再び繰り返すこ

とのないよう、生命の尊厳を深く認識し、平和な文化都市として、緑と太陽に満ちあふれた

郷土を築き、文化を高め、自治の精神を育て、世界恒久平和の実現に努力することを決

意し、ここに平和都市を宣言する。」としております。 

 当時は、非核自治体宣言をする自治体が、全国で広まった時期でもありました。本市も、

宣言をしたこともあって、図書館にも平和に関する映画のフィルムなど貸し出しができるよ

うになっており、私たちもよく利用して映画会を行ったのを覚えております。 

 しかしその後、平和に関する行事はだんだん少なくなっていきました。 

 ところで、この間、毎年広島や長崎で被爆された方々が本市を訪問し、再び被爆者をつ

くらない決意を求める要請活動である被爆者行脚というのが行われてきました。 

 この団体からの働きかけもあって、平和へのパネル「原爆と人間展」も、これを購入し、

毎年市役所の２階に展示されるようになりました。 

 そして一昨年、平和市長会議にも加盟をし、昨年は、国際署名「核兵器全面禁止アピー

ル」への賛同署名がされました。 

 さて、ことしの被爆者行脚では、各自治体の平和行政の取り組みが懇談の中心となりま

したが、本市は、他の自治体と比較をしても、平和への取り組みの弱さが明らかになりま

した。 

 平和に対して平和行政を推進していくということは大切であり、特に若い方々に平和につ

いて深く考えていただきたいと、その方法について質問を用意いたしました。 

 まず１点目として、平和市長会議に加盟しただけでは、その意味を示せません。市民に

アピールしていくことが必要ではないかと思います。 

 図書館に戦争、平和に関する書籍を展示する平和コーナーを常設しているところもあり

ますが、本市でも検討をされてはいかがでしょうか。 

 また、旺盛に平和事業を行っていただきたいと思いますが、見解をお聞かせください。 

 ２点目に、次世代の小中学生に、平和について考える機会、これをつくる上でも、何らか

の取り組みが必要と考えます。 

 幾つかの自治体でも、中学生を対象に、広島など原爆慰霊式や平和記念式典などへの

派遣事業も行っております。これらを積極的に進めることはいかがでしょうか、ご答弁くだ

さい。 

 ２点目の質問に入ります。 

 若年者の２型糖尿病患者の予防対策を求めて質問をいたします。 

 全日本民主医療機関連合会は、この５月に 40 歳以下の２型糖尿病患者の実態につい

て調査班が調査したその中間報告が今、出されました。 

 そこには、「貧困から若者が肥満になり、糖尿病を発症している。重度の合併症が多く、

重大な社会問題だ」と訴えられました。 



 従来、生活習慣病が要因の２型糖尿病は、多くが40歳以降に発症するとされていました

が、診療の現場では、若くして肥満で重症の合併症を伴っている例が目立つことから、こ

の調査を始めたそうですが、４人に３人が著明な肥満を伴い、網膜症、腎症の合併症が高

率で進行している等、従来と異なり病状に大きな変化が起きていて、危惧される状況だと

警鐘を鳴らしています。 

 調査結果から、20歳でＢＭＩが平均27から28は肥満状態で、その後、さらに体重が増加

し、糖尿病を発症するというパターンがわかり、ＢＭＩが最大時に30以上の高肥満になった

人は、男女とも 74％に達したそうです。 

 合併症の網膜症がある人は 23％、将来、血液透析に移行する危険性の高い腎症が

16％、腎不全も 15 人いたそうです。 

 その患者の社会的な背景については、まず低学歴で非正規労働者、無職が多く影響し

ている可能性があると、これも指摘しています。 

 調査団は、予防、そして早期発見、治療継続に関して、ヘルスリテラシー、これは健康情

報を上手に利用できるそういう能力でありますが、このヘルスリテラシーによって、肥満や

糖尿病をコントロールできる可能性を今指摘をしています。 

 健康格差の解消に向けて、今までとやはり違う取り組みが、このことからも必要だと指摘

をしております。そこで、若いときからの食教育の大切さを私も感じた次第であります。 

 そこで、質問をいたします。 

 まず第１点目に、２型糖尿病の予防対策の観点から見ると、小さいときからの食教育の

大切さを痛切に感じる次第であります。 

 しかし子どもたちは、家庭環境や消費生活の影響を受け、安易な食事を選びがちな時期

でもあります。 

 そこで、子どもたちが食について認識を高め、人間として豊かに育っていく可能性を引き

出す食教育が重要であります。 

 今、食教育を担っている栄養教諭、これは本市には１人しかいません。まずは子どもた

ちにも豊かな食育を保障する栄養教諭が全校に配置されるのがベストだと考えますが、そ

の見解をお聞かせください。 

 ２点目に、若年性の２型糖尿病の深刻な状況が明らかになっているわけですが、食生活

とともに早期発見、継続的な治療が必要となります。 

 ヘルスリテラシーによってコントロールできる可能性もあることなので、まずは早期発見

できる体制が必要かと考えます。 

 本市の特定健診の対象は 35 歳以上となっており、若年者の患者が見落とされることに

なるのではと心配をされます。 

 調査結果からも明らかになったように、その背景に貧困問題があるということを考える

と、中学卒業後の若者からの受診体制を整えるべきではないでしょうか、ご答弁ください。 

 ３点目の質問に入ります。 



 桜ヶ丘沓掛線道路工事のトンネル工法について質問をいたします。 

 桜ヶ丘沓掛線の道路計画がいよいよ本格的に着工されようとして、地元説明会が７回行

われてきました。 

 この桜ヶ丘沓掛線は、大根地域の方から早く着工をと望まれたところだけに、よりよいも

のになることが望ましく、説明会で納得がいくまで話し合われたことについては、私も理解

をしたいと思います。 

 ところで、ことしの１月の全協では、市長から、桜ヶ丘沓掛線は市民からの要求によりト

ンネル工法になった旨の報告があったところです。 

 どのようないきさつでトンネル工法になったのか、情報公開をしましたが、見えてきませ

ん。 

 一般的に言うと、掘割式よりトンネル工法のほうが高額になるのは、誰もが考えるところ

であります。 

 そこで、決定されたまでの詳細について質問を用意いたしました。 

 まず１点目、計画道路の延長はどれだけで、トンネルの延長はどれだけでしょうか。 

 ２点目、掘割式とトンネル工法とでは、工事費はどれだけ違ってきますか。 

 また、国の補助率についてはどうでしょうか、お答えをいただきたいと思います。 

 ４つ目の質問に入ります。 

 生活保護は受給者の生存権を守る立場を求めて質問をします。 

 安倍内閣が国会に提出した生活保護改悪２法案が、参議院で審議され、賛成多数で可

決となって衆議院に送られました。 

 この法案の内容が深刻な問題をはらんでおり、受給者の生存権が脅かされるのではな

いかと心配されるところです。 

 生活できなくなったときに、頼りとするのが生活保護制度であり、誰もがその立場になる

可能性があります。 

 今回の法の成立によって、本市が受給者の締め出しを図ることなく、生存権を守る立場

であっていただきたいと、２点にわたり質問をいたします。 

 １点目に、生活保護改悪案では、生活保護を申請する場合、現在は、口頭申請で受け

付けをされますが、改悪をされますと、かわって申請書を提出しなければならないとして、

収入や資産や就労、求職活動、親族の扶養などを記入するよう明示されました。必要な書

類も添付しなければなりません。 

 申請書を渡さないとか、書類提出を求めて申請窓口から追い出す違法な水際作戦も、

合法化をしております。 

 また、この法案では、親族による扶養義務を強化しております。 

 現在では、親族の扶養は生活保護の要件とはなっておりませんが、今の改悪案では、

親族の収入や資産、勤め先までの報告を求めることができるなどと定められております。 



 こうなれば、救いが必要な人が、親族に知られたくない、扶養を頼めないと、保護申請を

断念することにつながります。 

 本当に必要な人が希望を失うようであってはなりません。改悪をされても保護から締め

出されないような対策を求めるものです。 

 ２点目に、生活保護法と同時に審議されている生活困窮者支援法案ですが、生活保護

に至る前の段階の自立支援を強化するとして、中間就労を推進する内容であります。 

 生活保護を受けるべき人でも自立支援事業に回され、生活保護が受給できないような役

割を果たす内容になっています。 

 ここでも、保護が必要な人には受給できるような対策を立てていく必要があると思います

が、見解をお聞かせください。 

 以上で壇上での質問を終わります。 

  

No.63 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 伏屋行政経営部長。 

  

No.64 ○行政経営部長（伏屋一幸君）  

 行政経営部より、議員質問のうちから、平和行政の推進を求めての①市民にアピールし

ていく必要があると思いますが、その見解を求めるについてご答弁をいたします。 

 議員のご質問の中にもございましたように、本市は、1985 年、昭和 60 年に平和都市宣

言を行い、また 2010 年、平成 23 年に平和市長会議に加盟をいたしておるところでござい

ます。 

 また、同年には、国際署名「核兵器全面禁止のアピール」に賛同署名をし、平和行政の

推進に微力ながら貢献をしてまいりました。 

 議員ご指摘のとおり、被爆者団体の皆様の訪問の折にお話を伺ったり、資料を拝見させ

ていただいたところ、他市と比較して本市の取り組みが希薄である、弱いということを感じ

ました。 

 現在、終戦記念日を前に、毎年実施しております原爆のパネル展示に加えて、周年で開

催しております戦没者追悼式もございますが、それに加えて、他市の取り組みを参考にし

て、広報とよあけへの啓蒙記事の掲載ですとか、平和都市コーナーの設置ですとか、でき

るところから取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

 以上です。 

  

No.65 ○議長（伊藤 清議員）  

 津田教育部長。 



  

No.66 ○教育部長（津田 潔君）  

 それでは、教育部にご質問をいただきました所管について、順次お答えしてまいりたいと

思います。 

 まず、平和行政の推進を求めての②小中学生に平和について考える機会を積極的に進

めることはどうかについてお答えいたします。 

 現在、小中学生が学んでいる平和について考える学習には、小学校６年生と中学校２年

生、３年生の社会科の学習があります。 

 被爆国という歴史的な事実、平和主義を原則とする憲法の学習を通じて、平和を考える

ことにしております。 

 加えまして、総合的な学習の時間で取り上げることが多い国際理解教育、持続可能な社

会づくりの学習、栽培活動を通じた環境学習も、平和に通ずるものと考えております。 

 道徳教育の時間の中で考える世界平和、動植物や自然愛護、郷土愛、保健センターの

協力で行う命の教育も、同じ意義を持つものと考えております。 

 また、12 月の人権週間に取り組む標語、ポスター、習字などの作品募集も、平和を考え

るきっかけになります。 

 これまで行ってきましたこれらの学習内容が、真に意義あるものになるような地道な学習

を続けていきたい、そのように考えております。 

 ご指摘いただきました広島での原爆慰霊式や平和記念式典への中学生の派遣につい

ては、他市町の状況を調査するところから始めていきたい、そのように考えております。 

 次に、２点目の若年層の２型糖尿病患者の予防対策を求めての①栄養教諭の全校配

置が望ましいが、その見解をというお尋ねでございます。 

 全ての学校で食に関する指導の全体計画を作成し、児童生徒の発達段階に応じて、学

級活動や家庭科、保健体育、総合的な学習の時間などを通じて、望ましい食生活習慣づ

くりに努めております。 

 中でも、栄養教諭や学校栄養職員、養護教諭による専門的な指導は重要だと考えてお

ります。 

 養護教諭は、健康診断や生活習慣調査を通じて見つかる課題について、身体測定や健

康診断時に講話をしたり、保護者向けの通知文を発行したりしております。 

 また、給食センターと学校が日程調整をして、１名の栄養教諭、それと特別非常勤講師

として３名の学校栄養職員が、給食の時間に全ての学校を巡回訪問して、全学級に対し

て、望ましい食生活について指導する体制をとっております。 

 現在、栄養教諭は、愛知県教育委員会から派遣されております。平成 25 年度は、県下

で 182 名であり、おおよそ８校に１人程度の配置になっております。 

 食に関する指導の充実のために、栄養教諭の増員を今後要望していきたい、そのように

考えております。 



 以上です。 

  

No.67 ○議長（伊藤 清議員）  

 原田健康福祉部長。 

  

No.68 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 それでは、健康福祉部より、若年者の２型糖尿病患者の予防対策を求めてについてお

答えをいたします。 

 本市では平成元年から老人保健法に基づく基本健診を開始し、それとあわせて、平成２

年度から 39 歳以下健診を実施しております。 

 平成20年度からは、特定健診の導入に伴い、40歳以上を対象とした生活習慣病の中で

も特にメタボリックシンドロームに着目した健診へと変わりました。 

 39 歳以下健診は、もともと 30歳未満の受診者が１割弱と少なく、健診結果では、異常の

ある人がほとんど見つからないという状況でございました。 

 このことから、費用対効果も考慮し、さらに特定健診に合わせてより生活習慣病の早期

発見に重点を置くという狙いで、平成 20 年度からは、健診の対象者を 35 歳から 39 歳に

改めました。 

 現在は、35 から 39 歳健診として、特定健診と同じ内容の健診を実施しております。 

 平成 24 年度の受診者数は 121 名で、受診率は 2.3％でございました。 

 受診率を向上させるため、今年度は、個人通知の対象者を広げ、ＰＲした結果、受診者

数が 175 名となり、受診率が 3.4％に伸びました。 

 34 歳以下の若年者には、先ほども申し述べましたが、費用対効果からも、健診による早

期発見というより、議員が申されますように、食育等の啓発が重要と考えます。 

 今後、健康推進課としましては、食育等の推進と、35 から 39 歳健診の受診率の向上に

力を入れていきたいと考えております。 

 終わります。 

  

No.69 ○議長（伊藤 清議員）  

 ほかに答弁はございませんか。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.70 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 続きまして、生活保護受給者の生存権を守る立場を求めてについてお答えいたします。 

 生活保護法改正は、昭和 25 年の制度創設以来、抜本的な改革がなされていないため、

制度疲労を起こしている現状から、今の社会情勢に対応した制度とするために、被保護者



の社会的自立の助長を促進し、生活保護の適正化を図ることが大きな目的となっておりま

す。 

 ポイントとしましては、１つには、生活保護者の就労、自立の促進として、就労自立給付

金の創設を行うこと。 

 ２つ目として、不正・不適正受給対策の強化であり、地方自治体の調査権限の強化、罰

則の引き上げ等であります。 

 ほかには、医療扶助の適正化としまして、指定医療機関制度の見直しや、後発医薬品

の使用促進などであります。 

 生活保護の申請は、生活保護受給者の適正化を図るために、生活保護法第 24 条で申

請書の提出を義務づけるものであります。 

 また、申請書には、資産や収入状況、扶養義務者の扶養の状況等を記載する内容とな

っております。 

 議員ご質問の、口頭申請ができなくなったことで、申請を控える事態にならないかという

ことでございますが、本市においては、ここ数年、口頭申請もなく、書類申請で受け付けて

おり、保護申請の際には、申請者の相談に乗りながら適正な対応に努めております。 

 今後も、法に従い適正に対応していくことに変わりはありませんが、法施行前であり、事

務手続の詳細が示された段階で、内部で十分協議をいたすつもりでございます。 

 ２つ目のご質問ですが、生活困窮者支援制度につきましては、生活保護受給者や生活

困窮に至るリスクの高い層の増加を踏まえ、生活保護に至る前の自立支援策の強化を図

るとともに、生活保護から脱却した人が再び生活保護に戻ることのないことが必要であり、

生活保護制度と一体実施が不可欠であるという考え方であります。 

 背景には、非正規労働者やニートといったワーキングプアと言われる低所得者層の増加

が社会問題となっていることであります。 

 この制度も、国会で審議されておる段階でありますので、詳細なことは示されておりませ

んが、施行されれば、自立相談支援事業、住居確保給付金支給事業が福祉事務所の必

須事務となり、また就労訓練事業、いわゆる中間就労は県の認可による事業となります。 

 市としましては、制度の趣旨に従い、適正な運用ができるよう、制度施行までに準備をし

てまいりますが、生活保護受給資格のある方が受給できなくなるようなことのないよう、十

分な相談、審査、自立支援によるメニューにより、適正給付と不正受給防止に努めてまい

ります。 

 議員がご心配されるような、受給者を締め出すようなことのないよう、現場として十分に

配慮していくつもりでございます。 

 終わります。 

  

No.71 ○議長（伊藤 清議員）  

 横山経済建設部長。 



  

No.72 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 経済建設部からは、桜ヶ丘沓掛線道路工事のトンネル工法についてお答えいたします。 

 桜ヶ丘沓掛線の内山地区における道路事業の説明会は、平成 12 年３月に大脇コミュニ

ティセンターで第１回目が開催されました。 

 当時の工事概要は、工事区間が名四国道から大脇舘線の延長 450 メートルで、三ツ池

付近を高架橋で橋長 183 メートル、内山児童遊園地付近がボックスカルバートのトンネル

構造で 102 メートルと発表いたしました。 

 その後、地域の皆様と調整を行い、トンネルの延長を 12 メートル短縮し 90 メートルに、

それから５メートルの側道を三ツ池交差点から大脇舘線の交差点まで新設する一部変更

をいたしました。 

 それから平成 24 年２月に、トンネル工法の代替案で掘割工法について説明会を開催い

たしました。 

 この工法は、内山南町内会を分断し、地域の皆様に多大な影響を与えますが、工期短

縮と事業費の削減が可能になります。また、桜ヶ丘沓掛線の車道から住居地域に乗り入

れが可能となるメリットがございました。 

 この掘割工法の説明会は、市民を対象としたタウンミーティングを含め、先ほど議員も申

されましたけども、７回の協議を重ねてまいりました。 

 その結果、掘割工法の理解が得られず、トンネル工法に平成25年１月に戻したものでご

ざいます。 

 今回、決定いたしましたトンネル工法の区間は、工事延長を 30 メートル短縮し、60 メート

ルといたしました。 

 また、工事延長は、市道栄 220 号を起点とし、市道大脇舘線の交差点までの 260 メート

ルとなります。 

 掘割工法は、事業費の軽減や工期短縮のメリットはありますが、トンネル工法は、従来

の地形を極端に変更することがなく、上部を広場で活用できますし、内山南町内会を街路

で分断することを防止する効果がございます。 

 トンネル工法は、市民の皆様と議論し、地域に在住される方々の日常生活の変化を最

小限に抑えることができると判断し、決定したものでございます。 

 事業費の件でございますが、掘割工法は６億円で、トンネル工法は９億円の概算となり

ます。 

 また、国の補助率につきましては、工事費の 10 分の 5.5 になります。 

 以上で終わります。 

  

No.73 ○議長（伊藤 清議員）  



 一通り答弁は終わりました。 

 再質問があれば挙手を願います。 

 前山美恵子議員。 

  

No.74 ○１９番（前山美恵子議員）  

 では、１点目のほうの平和行政の推進を求めてから質問をさせていただきます。 

 お答えをいただきまして、まず①のほうの市民のアピールについてでありますが、提案と

して、多くの自治体がいろいろ平和行政を推進をしているんですけれども、壇上で私は、ま

ず１つは参考にしてはいかがというふうで、図書館の平和コーナーなんかについては積極

的に取り組んでいただけるんでしょうか、この点についてお聞かせください。 

  

No.75 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 伏屋行政経営部長。 

  

No.76 ○行政経営部長（伏屋一幸君）  

 そういったことについては、予算も余りかからないということで、図書館のほうに働きかけ

て、できるだけ早くそういったことができるようにしていきたいというふうに考えております。 

 以上です。 

  

No.77 ○議長（伊藤 清議員）  

 前山美恵子議員。 

  

No.78 ○１９番（前山美恵子議員）  

 今、あんまり予算はかからないというふうで、コーナーをつくればいいということなんです

けれども、いろんな図書館内に散らばっている図書を、平和に関するものだけ集めてきて

そろえるだけでは、なかなかいかないものですから、蔵書も含めて予算はきちっと確保をし

ていただきたいと思います。 

 で、ちょっとなかなか地方自治体で平和行政についてという、こういう行政を推進すると

いうのは、なかなか今までなじめないというか、平和の問題については国の問題だろうと

いうことで、国に任せていたそういう時代から、今、地方でこれだけ広がっているということ

は何かというと、やはり平和のことは国に任せておいてはいけないと。 

 やっぱり、これは地方から動いていかないと平和はつかめないからということで、平和行

政がこれだけ進んできたわけですけれども、私も先ほど壇上で言いましたように、平和都

市宣言をしてからしばらく豊明市も動いてなかったんですが、ほかのところを見てみると、



大変今、進んでいまして、驚きました。 

 これは皆さんにいろいろ参考にしていただきたいということで、ちょっとお知らせをしてい

きたいと思いますが、まず、平和行政についての年間の予算は、もう１億円近い予算をつ

けているところから、ピンからキリまであるんですが、豊明市は０です。 

 それで、何も予算をつけてないのは、愛知県内で55のうち15～16団体しかありません。 

 あとは、何らかの予算をつけて平和行政を今、進めているところですけれども、２～３ちょ

っと参考にお知らせをしたいと思いますが、一宮市では、懸垂幕の掲出、これはほかのと

ころでもいっぱいやっているんですが、「非核都市宣言のまち」というふうで懸垂幕をやっ

ているところはたくさんあります。 

 そういう懸垂幕とか、それから一宮市の平和祈念事業の追悼式、それから小中学生平

和を考える作文の表彰とか朗読、それから原爆写真展とか。豊明市は原爆と人間展を、

なかなか人目につかないところでちょっとやっているものですから、余り見ていただくという

ことができないんですけれども、うちはそれぐらいしかないと思うんですけれども。 

 それから稲沢市では、年間 620 万の予算をつけておりますが、黙祷はどこでも無料でで

きますが、平和のパネル展、それから戦没者追悼式、それから被爆者の援護のために補

助をしているということ。それから平和教育の推進、これは平和副読本を作成して子どもた

ちに活用させているというところです。 

 それから、参考にしていただきたいということで、岩倉市を私もお訪ねをしましたけれど

も、ここは、中学生の海外派遣事業を、ことしはモンゴルだと言っていますが、海外へ、こ

れは希望者ということで、それから毎年、小中学生を広島とか長崎、これは記念式典とか

に参加をさせております。 

 それからあとは、平和のパネル展とか、寺に協力をしていただいて平和の鐘をついたり、

それから平和図書コーナー、それから平和の祈念映画を年１回、市民向けに行っていま

すし、それから戦争の話を聞こうということで、被爆者の人とか戦争体験の人たちの話を

聞くということをしております。 

 ここはやっぱりきわめつけは、子どもたちを現地に派遣して、じかに戦争のこと、平和の

ことを考えさせる機会をつくっているということです。 

 弥富市は、中学２年生全員を広島、長崎へ送っている。 

 全中学生を送っているところは、あと１点どこかにあったんですが、東海市がありまして、

その東海市は、約１億近い予算を平和行政に費やしております。 

 そういうことをちょっと例として挙げさせていただいたんですけれども、やっぱり平和とか

非核というと、ちょっと色眼鏡的な目で見る傾向があるんですけれども、そういうことにこだ

わっていたら、もう子どもたち、それから市民たちに平和な啓蒙活動、これがなかなかでき

ないということで、平和市長会議に入られたことですので、これを機会に、やっぱり市民に

アピールしていく懸垂幕とか、それから映画会とか、そういうものをちょっと取り組んでいた

だけたらということでお願いをしたいと思いますが、それで提案としては、そういういろんな



企画をしないとなかなか、岩倉とか豊川は平和行政推進事業ということで、ホームページ

に特別なコーナーを設けて市民にアピールをしています。 

 そういうことをアピールしようと思うと、いろいろ事業をやらないとなかなかできないんで

すけれども、ちょうど来年、再来年、第５次総合計画、これの策定にかかっていくわけです

けれども、ここのところに１つ平和事業についてのコーナーというか、項目を設けて、取り

組んでいけるようなふうにされてはいかがかなというふうに思いますが、この見解をお聞

かせください。 

  

No.79 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 伏屋行政経営部長。 

  

No.80 ○行政経営部長（伏屋一幸君）  

 総合計画への取り組みということでございますが、その前に、県内で私、調べましたとこ

ろ、総合計画に入れているところが５市程度ございます。はっきりとした計画の上に、派遣

をしたり、交流会をやったり、読み聞かせ等をやって、平和について子どもや若者に知ら

せていっているということでございます。 

 大体、他都市の予算規模も見ますと、100 万円から 500 万円ぐらい、先ほど前山議員が

おっしゃられた東海市などは 9,800 万だとか、弥富市も中学生を派遣しているということで

1,800 万円ほど費用を要しております。 

 そういったことをそのまま受け入られるかどうかはわかりません。豊明の中での位置づ

けを総合計画の中でしてということだと思います。 

 そういったことを、きのうからもお答えをしておりますが、アンケートもとりながら、これか

ら住民の皆さんの意見も聞いてつくっていく中で、世界平和というのは皆さんの願いであ

るということは十分承知しておりますので、そういった形にしていければというふうに考えて

おります。 

 以上です。 

  

No.81 ○議長（伊藤 清議員）  

 前山美恵子議員。 

  

No.82 ○１９番（前山美恵子議員）  

 では、平和行政について、総合計画については、市民にもそういうアンケートなんかでも

ちょっと提案して、積極的に入れていただければと思います。 

 過去の 10 年間というのは、こういう平和行政について考える、そういう下地が余りできて



なかったから、総合計画に入れようというその感覚が今までなかったんですけれども、やっ

ぱりこれからの 10 年先を見越したら、こういうことは必要かなというふうに思いますので。 

 それから教育も、いろいろ授業では憲法とか平和について学ぶ機会は多いということは

確かですが、やっぱり岩倉市がことし広島、長崎へ中学生、小学生を各学校で１人ずつ選

んで送るということをやっているんですけれども、事前に勉強をし、そして現地へ行って平

和記念式典、それからドームへ行って大変感激をするというか、感動をして帰って来て、そ

こで戦争はやっぱり怖いねということを実感してくるということで、授業では、そういう実感と

いうか、実体験というか、そういう機会は全然ないものですから、こういう実体験を、感受

性の感覚の豊かなときに、こういう企画ということが本当に必要かなというふうに思うんで

すけれども、そういう点で、もう一回ちょっと検討というか、もしあれでしたら、岩倉市のそ

の生徒さんのそういう様子なんかを調べて研究をしていただくということはできないでしょう

か。 

  

No.83 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.84 ○教育部長（津田 潔君）  

 今、ご提案がありましたように、児童生徒は、直接教科書で学ぶより、百聞は一見にしか

ず、見る、体験するというのは貴重な経験だと思います。 

 今、行政経営部よりお答えいたしましたように、市として平和行政をどのように推進する

か、その中で検討されて、この中学生の派遣等についても、その中で一度検討といいます

か、研究する、まずは他市町の状況を、どのような形で行っているか、その取り組みが実

際、子どもたちにとって真の平和教育になるものかどうか、その辺のやはり調査の段階か

ら、教育委員会としては始めていきたい、そのように考えております。 

 以上です。 

  

No.85 ○議長（伊藤 清議員）  

 前山美恵子議員。 

  

No.86 ○１９番（前山美恵子議員）  

 総合計画の策定もあるものですから、調査研究もそう長くずるずるとしてもらっては困り

ますので、早急に調査研究に取り組んでいただけたらということでお願いをしておきます。 

 若年性の糖尿病患者の予防対策について、まず栄養教諭の関係なんですけれども、こ

の問題を私も取り組んだのは、ついこの前、少年２人とつぶさに話をする機会があったと

きに、いつも子どものころは甘いお菓子ばっかり食べとって、それが飽きると辛いものを食



べてということで、大変がりがりに痩せとったと。今、ちょっと施設に入ったときに、今は大

分ちょっと太った。 

 施設で栄養管理をきちっとすることによって、正常な食生活に戻ったんですけれども、そ

ういう機会をなくしてしまった子どもたちが、将来のこういう糖尿病患者の重症な傾向に出

ているということは、これはその子の人生を本当に台なしにするものですから、小さいとき

からこの食育、食教育をきちっとしておかないといけないだろうということで、ちょっと取り組

みましたが、家庭での食事も大変大切ではありますが、それは啓蒙活動は市なり、それか

ら保健センターなりを通じて啓蒙活動をしていただけたらと思うんですが、給食の現場でこ

の食育基本法というのが、これができて、食育の大切さというのが言われるようになった

わけですけれども、本市の場合、ちょっと栄養教諭がお一人で、それから栄養職員さんが

あと３人いらっしゃいますよね。それで栄調理場とそれから中央調理場が栄養職員さんが

お二人、栄調理場が栄養教諭と栄養職員さん、いらっしゃるわけです。 

 栄養教諭さんのちょっとお話を聞いたんですが、栄小学校に張りついて食育、食教育に

ついて携わっていらっしゃるということで、６年間そこに入って、ただ給食を今、いろんな問

題、給食の問題点、いろんな子どもたちは問題を抱えているものですから、食べられない

とか、絶対に食べないとか、そういう子たちもいる中で、栄養教諭が働きかけを、個別に働

きかけをして、随分その偏食が直ったという例をちょっと聞かせていただいたんですけれど

も、栄小学校に入っているものですから、いろいろ子どもたちの個人的な指導ができると

いうことで、これが入ってないところとか、３校に１人の栄養教諭さんですと、個別のそうい

う指導はできなくて、画一的な指導しかできないと、本当に偏食の問題とか食育の問題は

しっかりとできないという話をしていました。 

 栄小学校はいて、舘小学校はどなたも入ってない。栄中学校に栄養職員さんがいるわ

けですけれども、やっぱり栄小学校の児童の給食の、偏食とかいろんな問題というのは、

大変良好なので、やっぱり栄小と舘小と随分違うということを、栄中の栄養職員さんが言っ

てらっしゃいました。 

 そういう意味では、栄養教諭の果たす役割って本当に大切なんですけれども、ほかに入

ってない学校の、その子どもたちが本当に心配されるわけです。 

 平等にやっぱり教育ができるように、栄養教諭、でき得れば栄養教諭、できなければ栄

養職員さん、栄養職員さんは教諭じゃないものですから、常に入って教師のかわりはちょ

っとできないということで、チームティーチングかなんかで食について授業ができるというこ

とは聞いていますので、本当はそういう意味では、まずは豊明市の基準からいくと、栄養

教諭は２人は必要になってくるんですね。基準といえば２人配置されていなきゃいけない

んですけれども、そこのところが今、１人になってしまっているものですから、まず２人にす

ること。 

 それから、その足らない部分については、栄養職員さんを、やっぱり子どものこれからの

生活にかかってくるものですから、市費で栄養職員さんを雇用するべきではないかなとい

うふうに思います。 



 犬山は、もう全校に栄養職員さんか栄養教諭さんを配置をしとるということで、子どもの

食環境が大変良好になっているわけですけれども、そういう点では、すぐにはいかなくて

も、全校配置についての今後の展望をちょっと聞かせてください。 

  

No.87 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 津田教育部長。 

  

No.88 ○教育部長（津田 潔君）  

 今、ご提案いただきました栄養教諭につきましては、先ほどお話がありましたように、平

成 17 年に食育基本法が制定されまして、その当時、栄養教諭の配置というのも同時にス

タートしたわけです。 

 本市におきまして、共同調理場で２カ所で栄養教諭、今現在、２名のところ１名の配置に

なっておりますが、これにつきましても、県のほうに配置をするように要望していきたいとい

うふうに考えております。 

 国におきましては、栄養教諭というのは義務教育で給食を全ての学校が行っているわけ

ではありませんので、文部科学省は県のほうの、地方の裁量に任せている。そこで愛知県

が基準を設けて、3,000人までは２人というような形にしておりますので、その辺のことは愛

知県の裁量になっておりますので、栄養教諭、これは教員の免許を持っているんですけ

ど、免許の必要のない学校栄養職員、これの配置増、こちらについても、県に増員するよ

うな何がしか働きかけをしていきたい、そのように考えております。 

 以上です。 

  

No.89 ○議長（伊藤 清議員）  

 前山美恵子議員。 

  

No.90 ○１９番（前山美恵子議員）  

 栄養職員さんも県職ですので、愛知県に要望していくことは大切なんですけれども、本

当にこれは遅々として進まないんですね。全然変わってないというか、前は２人いらっしゃ

った栄養教諭が、１人引き揚げられてしまって今は１人という、そういう状態でこれを回して

いるわけですから。 

 愛知県は全国的に見ても財政は豊かなんですけれども、教育費、それから福祉費関係

はどん尻ですので、やっぱりそれを引き上げるように、県のほうもあれなんですが、豊明市

もそういう計画を、やっぱり子どもの食の問題について計画は、こういう職員さんを充てる

という計画を立てていっていただきたいと思いますので、総合計画のところでも、少しでも

前進するようにちょっとお願いをしたいと思います。 



 ２番目のほうの健診なんですけれども、老人福祉法だったときに、豊明市は 16 歳以上、

一般健診を全員希望者はできるようになっていたんですけれども、これが特定健診になっ

てから、35 歳以上になってしまって、今現在は、だから学校を卒業した子から 35 歳までの

人は、健診を受ける機会が全然ないんですね。 

 尾張旭でも、それからほかのところ、ちょっと忘れてしまいましたが、一宮とか半田市の

ほうでも、そういう漏れがあってはいけないからということで、こういう人たちを対象にして

おりますが、私の知った人が、今、網膜症なって、時々働くことができない男性が、一時期

は生活保護を受けて仕事を休まざるを得ないという、そういうことで、毎週１回病院へ高い

お金をかけて治療に行っているという、本当に人生台なしにしたんですけれども、健診で

わかったのが 34 歳のときに健診でわかったということで、そのときには、もうこれはかなり

重症化していてこういう状態になってしまっていたんですね。 

 もう１人の例は、33 歳の健診でわかったんですが、そのときに注意しないといけないよと

いうことで、今、経過観察で、38 歳になっても経過観察で、その重症化にいかないで済ん

でいたんですけれども、さっき言いましたように、40 歳からの定義ではとても間に合わない

と、若年性の人たちがこれはふえているということで、こういう人たちを早いところ拾うため

の役割ということで、こういう人たちも税金を納めているわけですから、健診の機会をつくっ

ていくというか、異常が見つからなかったからではなくて、中には異常が見つかる、何かで

軽いうちに見つかるということはあり得るわけですので、そういう点では、もう年齢を、本当

は 16 歳からあれなんですが、今、35 歳と言いましたが、もっと前ぐらいにさかのぼれない

かということとか、他市のそういう例を見て、ちょっと検討はできないかなというふうに思い

ますが、再度お願いします。 

  

No.91 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.92 ○健康福祉部部長（原田一也君）  

 議員が申されますように、16 歳以上の健診につきましては、費用対効果の面から、それ

と受診者が極めて少ないという状況がありましたので、特定健診導入に合わせて健診を

やめてきたということがありますが、今、若年性の糖尿病というのは大きな社会問題となっ

ておりますし、要は合併症が一番怖いということが言われております。 

 議員が言われますように、網膜症だとか腎臓病だとか、神経障がい、そういったような合

併症になると、必然的にご本人さんも大変苦労されますが、医療面でも大変な負担になっ

てくるものですから、そういった方々を早く発見して早く治療していくということは、いろんな

面でいいかと思います。 

 ですが、いろいろ諸事情もございますので、この16歳から34歳までの方で、特に社会保



険とか会社の健診を受けられないような方が漏れておるという状況は十分把握しておりま

すので、今後、他市の状況も踏まえて研究してまいりたいというふうに考えております。 

 終わります。 

  

No.93 ○議長（伊藤 清議員）  

 前山美恵子議員。 

  

No.94 ○１９番（前山美恵子議員）  

 じゃ、これにこだわってますとちょっと時間がかかりますので、次、桜ヶ丘沓掛線について

の、大体概要を部長のほうから聞かせていただきました。 

 で、私はちょっと疑問に思ったのは、壇上で申し上げましたけれども、トンネル工法にす

ると３億円も余分にかかるわけでして、こういう選択をちょっと説明会では、選択になったき

っかけとなった説明会が、６回目か７回目の説明会だったと思うんですけれども、それまで

は住民の方は、トンネルにしろだの、そんなことは余り言ってなくて、下の道路を通過でき

なくて迂回しなきゃいけないという問題とか、そちらのほうのが重大だというような、そうい

うお話が多かったんですけれども、トンネル工法のきっかけとなった説明会では、市民に

対して回答をされてらっしゃるのが市長さんですので、まず市長さんの政策とか考え方に

ついてお聞かせをいただいていると時間が…、簡潔にお願いします。 

  

No.95 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市長。 

  

No.96 ○市長（石川英明君）  

 基本的には、部長がお答えしたように、市民の皆さんとともに決めてきたというのが現状

であるというふうに思っています。 

 以上です。 

  

No.97 ○議長（伊藤 清議員）  

 前山美恵子議員。 

  

No.98 ○１９番（前山美恵子議員）  

 市民が選択をされたということなんですが、説明会のところでも、お話をトンネルだどうの

こうのってされていらっしゃるのは１人かお二人ぐらいでして、それに対して市長がお答え

をされていたということで、これが大勢だということではないだろうと思うんですね。 



 これがトンネル工法が掘割になるという、安くなるというのならこれはともかく、それは今

の経済状況を見て、そういう選択をされたんだろうなというふうなんですが、トンネルにわ

ざわざしなきゃいけないこの理由というのが、どこを見てもこれはわからないんです。 

 で、何が目的でトンネルにされたのか、市民はどういう目的でトンネルを要求されている

のか、ちょっと市長、お答えをいただきたいんですが。 

  

No.99 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市長。 

  

No.100 ○市長（石川英明君）  

 先ほど部長も触れたように、最終的には、もともとがトンネル工法で来たというのは基本

です。ですから、皆さんの中にはその辺の意識が大分押していたというふうに私は理解し

ます。 

 最終的にご提示をしたのは、今回出した掘割ではないんですが、その前に 10 億の計画

は、実際にはもう少し長い距離ですね。そこの部分を少し削らせていただいて、住民の皆

さんの意識がそこにあるということで、前区長もぜひ、それがいいということを、その中でも

意見を申し上げられておって、我々としては、そういう経緯も踏まえて、それから皆さんの

意見、過去の意見とかなんかもずっと聞いておりましたから、私のほうは、それで最終的

な判断をして、こういう方向でどうですかということでご理解をいただいたということであり

ます。 

 以上であります。 

  

No.101 ○議長（伊藤 清議員）  

 残り時間約１分です。 

 前山美恵子議員。 

  

No.102 ○１９番（前山美恵子議員）  

 ちょっとトンネルはどうしても必要かというのは、今のお答えからでもないわけですよね。 

 もともと基本計画は 40 年前につくられて、トンネルが 120 メートルあった。 

 これは 40 年前ですので、40 年後といったら、今現在どうでしょう、もう施設は畳まなきゃ

いけない、廃止しなきゃいけない、老朽化しておるという、そういう状況の中で、新たに新し

い施設をつくるということは、もう将来のことを考えて控えたほうがいいんじゃないかという

のは、きのうの質問でもありました。 

 そういう時代にありながら、やっぱりどうしてこれはトンネルが必要なのかということがち



ょっとわからないんです。 

 それと、どれだけの人がこのトンネルを要求しているのか、そこの点をお聞かせくださ

い。簡潔に。 

  

No.103 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市長。 

  

No.104 ○市長（石川英明君）  

 この全貌を私も見せていただきました。 

 もちろん、そういう意見を総合的に我々のほうでも整理をするという部分があります。環

境的な問題から、先ほども部長が言ったように、広場ということがありますね、それから分

断をされる、住民の意識というものも、過去からのいろんなものを聞いています。 

 そうしたことを総合的に判断をして、今回の結論に至ったというふうにご理解をいただき

たいと思います。 

 以上であります。 

 （終了ベル） 

  

No.105 ○議長（伊藤 清議員）  

 これにて、１９番 前山美恵子議員の一般質問を終わります。 

 ここで、午後１時 15 分まで昼食のため休憩といたします。 

 
午後零時９分休憩 

 
午後１時１５分再開 

  

No.106 ○議長（伊藤 清議員）  

 休憩を解き、休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 １番 川上 裕議員、登壇にてお願いいたします。 

  

No.107 ○１番（川上 裕議員）  

 議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまして登壇での一般質問を始めさせて

いただきます。 

 冒頭に、12 月号の市長だよりを見させていただきました。ことしの３月にも市長だよりで

質問させていただきましたけれども、若干、違和感を覚える内容でございました。 

 いつも気さくな市長なのに、そつなくきれいな文章で、何かと人ごとのような書き方をされ



ているような内容に見えました。もう少し愛情のある表現で僕はやっていただけるのかなと

は思っておりましたけれども。 

 その中にもいい点が３つ、風水害での非常配備体制、それから全国都市問題のこれか

らの健康であり続けるまちづくりに向けてということを載せられております。 

 これは、今回私も質問する内容と一致しますので、ぜひ、ここは後でまたお話を聞きたい

と思います。 

 それからもう一点は、とよあけ市民大学「ひまわり」、私も２講座受けておりますけれど

も、大変盛況でいい内容だと私は思っております。 

 以上で市長だよりの報告を終わります。 

 第４次豊明市総合計画から、治水対策についてですが、水害に強く安心できるまちを将

来像としています。 

 また、健康寿命が延び、健康で安心して暮らせるまちづくりをつくる高齢者健康促進対策

についての２点について伺います。今回のキーワードは、「自立」です。 

 水害対策について。 

 ３・６・９月議会において、多くの議員が防災・豪雨対策について質問されています。ま

た、今議会でも、きのうを初め質問が行われ、あしたとまた予定もされております。 

 豊明では、８月７日の豪雨、最近では、京都嵐山、伊豆大島、それからフィリピン台風 30

号等が日本、世界各地で多発し、猛威を振るっています。 

 世界に目を向けると、温暖化によるものと思われますが、フィジーの近くで海面が上が

り、住めなくなりつつあると、全島でフィジーに移る計画を進めているとのことです。 

 日本のある学者によると、近い将来、海面が 20 センチ上がるという、そういう世界で、気

象が不安定な状況の中、今後、温暖化による豪雨・台風の多発などによる大きな被害が

予測されます。 

 豊明市では、東海豪雨での公共施設、農産被害等で約 3.5 億円の被害発生、それ以

降、その後も台風や局地的な豪雨による浸水や道路の冠水が起きており、住民の安心・

安全を脅かしています。 

 総合計画では、豊明市総合治水対策基本計画に基づき、洪水調節対策、流出抑制対

策、流下促進対策など、さまざまな施策を進める必要があるとしています。 

 そこで１番、総合計画より、2015 年目標値についてお聞きします。 

 ため池について整備をしていくことで、ため池洪水調節量16万5,000立法メートルについ

て。 

 公共貯留浸透施設による対策量 700 立法メートルについて。 

 排水能力が不足している排水路、河川を改修し、溢水の防止を図ることで、排水路改修

箇所 10 カ所について、それぞれの現状をお聞きします。 

 ２番、平成 12年の東海豪雨では、多くの床上・床下浸水が出ています。市の現状につい

ての認識をお聞きします。 



 ３番、吉池地区にて大雨時の冠水、家屋浸水が多々発生しているので、今後の対策を

お聞きします。 

 とはいうものの、住民、地域の自己防衛の考えも大事であり、自主防災組織のあり方も

踏まえて、今回は土のうを中心に、支給方法、行政の支援についてお聞きします。 

 次に、高齢者健康促進対策について。 

 昨年 12 月議会でも、高齢者福祉について質問させてもらいました。 

 平均寿命と健康寿命の差が、男性は９歳で、健康寿命は 70 歳です。女性は差が 13 歳

で、健康寿命が 73 歳です。 

 豊明市の高齢化率は、平成 24 年度で 20.7％、30 年後には 25％以上にはなるでしょう。

４人に１人が 65 歳以上の高齢者となります。 

 それにつれて寝たきりのお年寄りがふえれば、介護給付費や国保の医療費が増加し、

市財政に重くのしかかります。 

 医療や介護のお世話にならない体質、まちをつくるためにも、2009 年ごろより歩いて暮ら

せるまち、ＳＷＣ（スマートウエルネスシティー）が注目されています。 

 スマートウエルネスシティーとは、歩いて暮らせるまちをつくるために、外出できる場所づ

くり、にぎわいづくり、快適な歩行空間整備、車依存から脱却する公共交通の整備とありま

す。 

 そして、歩くことの貢献は、筑波大学の資料によると、100歩で６円、１日2,000歩いたとし

て、１万人の人が１年歩いたとして、年間４億円の医療費抑制効果が期待されるとしてお

ります。 

 豊明市で換算しますと、成人者が５万3,000人、そのうちで15年目標の2,000人としてお

ります。その2,000人を目標達成すれば、この計算でいくと年間8,000万となります。５％の

3,000 人となれば、1.2 億円の削減効果となります。 

 そこで、１、総合計画より、健康促進に関する成果指標についてお聞きします。 

 第２期国保健診実施計画書にもありますが、特定健診受診率は 2010 年の現状値

37.2％で、15 年目標の 65％についての状況は。 

 ウオーキングマップの利用者数、現状値497人、15年目標2,000人についての現在の状

況は。 

 ウオーキング時間30分未満の人30.5％で、15年の目標28％の達成状況はについてお

聞きします。 

 私の町内でも、最近、ウオーキング会をつくりまして、最近、ウオーキングコースを歩いて

いるのですが、３回ほど歩きましたが、歩きづらいところが多いです。斜めだったり、段差

だったり、家屋、商店街の入り口があってでこぼこがあったりということです。 

 そこで、歩道の整備ということで、高齢者のウオーキングに支障となる歩道の段差解消

や計画的なバリアフリー化の進捗状況は。 

 ところで、陸上のウオーキングだけでなく、水中のウオーキングも体によく、プールの利



用を進めたい。 

 ３番、豊明市と連携関係にある東部知多温水プールの利用拡大についてお聞きします。 

 現在、使用料は、一般 300 円、高齢者は助成券 150 円で利用でき、豊明市の高齢者利

用者は、年間延べ約1,200人ではありますけれども、健康者増を図るため、無料というよう

なことは検討できないか。 

 今、議場に 20 人議員がおりますが、来年になりますと、そのうち高齢者が８人になりま

す。 

 皆さん若いつもりでしょうけれども、高齢者制度に熱心なのは、ピチピチボーイの杉浦議

員でございますが、ほかの人はなかなか話に乗っていただけません。 

 東部知多までの４車線化道路の工事が進んでおり、早く行けるようにはなります。とはい

うものの、健康増進のため、近くで気軽にプールを利用したいと思うのは当然であります。 

 以前のことですけれども、市民プールをつくってほしいという声が市民の中で多かったと

いうことも、以前の話で聞いております。 

 そこで、自立できる高齢者をふやすために、市民温水プールの必要性についてどのよう

な認識をお持ちかお聞きします。 

 以上で壇上での質問を終わります。 

  

No.108 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 横山経済建設部長。 

  

No.109 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 それでは、経済建設部より、台風や局地的な豪雨による浸水や道路の冠水に対する第

４次豊明市総合計画に関するご質問と、東海豪雨における市の現状認識と吉池地区の冠

水・浸水対策について、順次お答えを申し上げます。 

 最初に、１項目目のため池洪水調節量 16万 5,000 トンについてのご質問でございます。 

 市内には、農業用ため池など大小合わせて約 40 カ所ございますが、東海豪雨以前に４

カ所のため池を洪水調節池に整備し、調節量約６万 3,000 トンの容量を確保しておりま

す。 

 東海豪雨以降に、豊明市総合治水基本計画を策定し、20 カ所の主なため池を改修計画

の対象といたしました。平成 24 年度末までに９カ所の整備を行い、調節量約７万 7,000 ト

ンの容量を確保しております。 

 東海豪雨以前と以後の整備調節量を合わせますと、約 14 万トンの調節量を確保してお

ります。 

 今後は、残りの 11の池で約１万 5,000 トンを確保する計画でございますが、共有もしくは



個人所有のため池であり、また農業用水として利用されているため池もございますので、

今後も関係者との調整を図りながら順次整備を進めてまいります。 

 次に、公共貯留浸透施設による対策量 700 トンについてでございます。 

 平成 24 年４月１日に境川、猿渡川の総合治水対策をより確実にするため、特定都市河

川浸水被害対策法に基づき、境川水系であります豊明市全域を特定都市河川流域に指

定されたことにより、開発面積500平方メートル以上の土地での雨水浸透阻害行為がある

場合は県知事の許可となり、雨水貯留浸透施設、いわゆる調整池の設置が義務づけられ

ました。 

 こうしたことから、基準以上の開発につきましては許可制とし、基準に満たない行為につ

いても、雨水対策の協力をお願いしているところでございます。 

 ご質問の公共施設につきましては、平成８年度より歩道の透水性舗装整備を実施してお

りまして、平成 24 年度末で１万 6,313 平方メートルの整備を行いました。636 トンを地中に

浸透させております。 

 また、公共施設といたしましては、堆肥センターに調整池を設置しておりますので、対策

量として合計で 702 トンでありますので、目標値には達しております。 

 なお、歩道透水性舗装につきましては、都市計画道路整備によるところが多々でありま

すので、ご理解をお願いいたします。 

 次に、排水路改修箇所 10 カ所についてのご質問でございます。 

 平成 24 年度末までに７カ所事業化いたしまして、６カ所におきましては平成 22 年までに

は完了しております。 

 現在、１カ所を年次計画で施行中でありますので、平成 27 年度末には工事を完了する

予定でおります。 

 なお、このほかにも改修が必要な箇所がありますので、地元との調整を図りながら順次

進めてまいります。 

 次に、２項目目の東海豪雨における市の現状認識と、３項目目の吉池地区の冠水・浸水

対策についてのご質問ですが、２項目とも関連がございますので、あわせてご答弁申し上

げます。 

 平成12年の東海豪雨は、９月11日に発生した豪雨で、台風の北上に伴い、台風の北側

に発生した長い帯の積乱雲が台風の相乗効果も伴い、降雨量時間最大 73.5 ミリ、総雨量

463.5 ミリと、長い時間をかけて東海地方に北上したことにより、甚大な被害をもたらしたも

のでございます。 

 市内の浸水被害で申し上げますと、床上浸水が237戸あり、床下浸水が 482戸でありま

した。 

 また、県河川の破堤や、市内至るところで道路冠水が発生したことにより、交通網が麻

痺した状態でありました。 

 吉池地区内における大雨による道路冠水箇所並びに家屋浸水箇所につきましては、十



分把握しております。 

 その対策については、何十年も懸案事項として検討してまいりました。 

 本市の総合治水対策基本計画の調整必要貯留量は、時間 52 ミリに対して安全を確保

することと位置づけられておりますことから、治水対策上の基準降雨量も時間当たりで 52

ミリでございますので、この降雨量に対して床上浸水をなくすこと、道路冠水を20センチ以

上にならないようにすることを基本に考えておりますが、その量を超える雨量に対しては

対応しきれないのが現状でございます。 

 こうした状況でございますが、現在、吉池地区上流部にて下流部への雨水流出遮断と冠

水箇所の排水をバイパス処理とすることにより、現状を少しでも改善する方向で現在検証

中でありまして、今後、検証がまとまれば、来年度以降、改修工事を実施する方向で検討

していきたいと考えております。 

 次に、大きなご質問の高齢者健康促進対策についてのうち、２項目目の歩道の段差解

消や計画的なバリアフリーの進捗状況についてお答え申し上げます。 

 現在、市で管理している認定路線数は、専用歩道24路線を含め1,430路線であり、延長

約 371 キロメートルであります。 

 そのうち、専用歩道以外で歩道を有する路線数は132路線で、歩道延長約68キロメート

ルでございます。 

 ご質問の、歩道段差解消などのバリアフリー化につきましては、平成６年に愛知県条例

として、人にやさしい街づくりの推進に関する条例が制定されましてから、順次、段差解消

などのバリアフリー化の整備を実施してまいりまして、一部の路線以外はほぼ全線にわた

りバリアフリー化されております。 

 一部の路線と申しますと、歩道幅員が狭く、構造上、物理的に改善できない箇所であり

ます。 

 また、国道、県道につきましても、必要な箇所はお願いしてまいりたいと考えております。 

 以上で終わります。 

  

No.110 ○議長（伊藤 清議員）  

 石川市民生活部長。 

  

No.111 ○市民生活部長（石川順一君）  

 それでは、市民生活部より、水害対策についての４番目の項目、住民、地域の自己防

衛、自主防災組織のあり方についてお答え申し上げます。 

 台風などの風水害における予防措置は、時間的猶予もあり、事前準備可能であると考

えております。 

 市が訓練時や新入職員の職場研修で土のうを作成して、阿野町の瀬戸大府東海線高

架下と栄町の桜ヶ丘沓掛線高架下に備蓄をしております。 



 風水害の発生が高いと考えられる際には、この施設を開放いたしまして利用できる状態

にしておりますので、利用していただきたいと考えております。 

 また、地域でも防災倉庫などに、土のうをつくるための袋などを備蓄していただくようなこ

とも必要であるというふうに考えております。 

 終わります。 

  

No.112 ○議長（伊藤 清議員）  

 原田健康福祉部長。 

  

No.113 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 それでは、健康福祉部より、高齢者健康促進対策について３項目にわたりご説明申し上

げます。 

 まず１点目、総合計画より、健康促進に関する成果指標についてということで、特定健診

受診率、現状値37.2％、これが15年目標65％になっているが、その現状はということでご

ざいます。 

 特定健診は、平成 20 年度から生活習慣病の予防を目的として始まりました。 

 国は、５年後の平成 24年度の目標受診率を 65％と定めておりましたので、本市の 2015

年の目標数値も 65％としたところでございます。 

 豊明市の平成 24 年度の受診率は 43.8％でありまして、前年度より 1.6％伸びましたが、

まだ目標値には届いておりません。 

 しかしながら、国の定めた65％の数値の達成は非常に難しい状況でありまして、平成23

年度の県内の状況から見ますと、65％を超した市町村はありません。 

 市で一番高いところで 51.1％、市町村の平均では 35.8％となっておりまして、豊明市は、

上から３分の１程度の順位になっております。 

 国は、新たな目標数値として、平成 29 年度に 60％の受診率を示してきました。 

 現状からですと、16％程度の上乗せが必要となりますが、健診の勧奨方法、健診日程

の適正化などの工夫をしまして、受診率向上に努力をしてまいります。 

 続きまして、ウオーキングマップの利用についてでございます。 

 現在、本市で作成しているウオーキングマップは、平成17年度の第１次とよあけ健康２１

計画の策定において、策定部会のメンバーによって作成されたものでございます。 

 平成 18 年３月のウオーキングマップの完成とあわせて、ウオーキング推進グループが

発足し、「ウオーキングマップのコースを歩こう」をキャッチフレーズに、毎月１回ウオーキ

ングを開催し、現在に至っております。 

 平成 17 年度に策定した 2,000 部のウオーキングマップの配布や広報等でのＰＲにより、

平成 18年度は延べ 463人の参加でございましたが、年々参加者がふえ、平成 20年度は



延べ 497 人、平成 24 年度は延べ 876 人の参加となっております。 

 また、平成 24 年度は市制 40 周年にあわせて、ウオーキングマップ２として、従来はショ

ートコースだけでしたが、新たにロングコースのマップを 1,500 部作成いたしました。 

 最初に作成したショートコースのウオーキングマップの2,000部と、新たに作成したロング

コースのウオーキングマップは現在 600部配布済みで、配布数では 2,600 部を配布してお

ります。 

 ウオーキングマップの配布者が、その後どのように活用しているかの実態把握は難しい

わけでございますが、配布者数を何らかの形でウオーキングへの参加者とみなすならば、

第４次豊明市総合計画の 2015 年の目標値である配布数 2,000 部は既に目標に達してい

ることになります。 

 続きまして、ウオーキング時間30分未満の人でございますが、第１次とよあけ健康２１計

画の中間評価においては、60歳代の人の１日平均ウオーキング時間が30分未満の人の

割合が 30.5％でございました。 

 第１次計画の評価にかわるものとして、平成 25 年 9 月、10 月のがん検診等で実施した

アンケートの結果では、60歳代の人でウオーキング30分未満の人の割合は48.2％でござ

いました。 

 中間評価のアンケート対象人数と今回のアンケート対象者数とは、母集団の数が大きく

違うため、単純に比較は難しいのですが、参考資料として見ますと、60 歳代では、ウオー

キング 30 分以上の人より 30 分未満の人の割合がふえていることがわかります。 

 しかし、全年齢層で比較してみますと、今回のアンケート結果では、ウオーキング 30 分

未満の人の割合は減少し、逆にウオーキング 60 分以上の人の割合がふえております。 

 また、平成 24 年度のウオーキング参加者の実人数は 169 人で、そのほとんどが 60 歳

以上でございます。中でも 60 歳代の人が最も多く、50.9％を占めています。 

 いずれにしましても、ウオーキングは高齢者に適した運動と考えられますので、今後も一

層の普及に取り組んでいきたいと考えております。 

 続きまして、最後の項目、東部知多温水プールの利用の拡大についてでございますが、

東部知多温水プールの利用拡大につきましては、利用増を図るために無料にできないか

というご提案でございますが、東部知多温水プールの利用は、東部知多衛生組合を構成

しております大府市、阿久比町、東浦町においても、本市と同じ半額助成をしております。

本市だけが突出した助成をすることは、他市町との兼ね合いからも、難しいのが現状でご

ざいます。 

 今後は、構成市町とよく調整をとりながら、高齢者利用者の増加に努めていきたいと考

えております。 

 市民温水プールの必要性についての認識ということでございますが、高齢者の介護予

防対策には、温水プールの必要性は、健康増進、体力保持に大変有効なことは、十分に

認識をしております。 



 さらに健康寿命の延長には、医療費を初めとした社会保障費全般の抑制に大きな効果

を発揮することも認識しております。 

 しかし、新たに温水プールを建設することは容易なことではなく、市としては、できるだけ

経費をかけず最大限の効果が発揮できるよう、予防事業を組み立てていきたいというふう

に考えております。 

 終わります。 

  

No.114 ○議長（伊藤 清議員）  

 津田教育部長。 

  

No.115 ○教育部長（津田 潔君）  

 それでは、同じく市民温水プールの必要性の認識について、教育部からお答えいたしま

す。 

 市民がスポーツ活動を実践していくために、安全で利用しやすいスポーツ施設の環境整

備が大切である、そのように考えております。 

 市民プールの必要性については、昨年実施しましたスポーツに関する市民意識調査の

中で、遊戯的なプールを望む声が多く寄せられて、市民ニーズの高さを認識しておりま

す。 

 しかしながら、今後、公共施設のアセットマネジメントを考えますと、新たな施設の整備は

困難な状況にあるというふうに考えております。 

 高齢者の健康増進につきましては、とよあけ市民大学「ひまわり」で、市内民間の温水プ

ールを活用した教室、脚力強化、水中ウオーキング講座を開催しておりますので、こちら

もご利用いただけるようＰＲしていきたい、そのように考えております。 

 以上です。 

  

No.116 ○議長（伊藤 清議員）  

 一通り答弁は終わりました。 

 再質問があれば挙手を願います。 

 川上 裕議員。 

  

No.117 ○１番（川上 裕議員）  

 それでは、水害対策からいきます。 

 まずは自己防衛ということで、土のうのほうからいきたいと思います。 

 土のうの答弁をいただきました。準備期間もあるので、いつでも取りにきてほしいと、そう

いう危険な場合はというお話でございます。 



 しかしながら、高齢者が多い我が市にとって、土のうを取りに行くだとか、軽トラを借りて

行くというのは、年寄りにはできません。 

 そういうようなところも少しご配慮していただきたいと思うんですが、そのひとつの代用と

して、東郷町では、ごみ袋が少し厚いんですね。したがって、そこに水を入れて土のうがわ

りにしているという市民の方もみえます。 

 それからもう一つ、これは豊明の人ですけれども、吸水性土のう、ご存じの方も多いかと

思いますが、水に濡れると膨れ上がって土のうになるというものです。 

 もう一点、私、手配しているんですけれども、伊豆大島の水害以来、需要が多くてなかな

か手に入らないという状況でございますので、きょうはちょっとお持ちできなかったんです

けれども、そういうようなものを区とか自主防災組織に支給してはいかがかなと思います。 

  

No.118 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.119 ○市民生活部長（石川順一君）  

 そういった際に、自主防災組織のほうがそういった方たちにお配りいただけるのならば、

土のうをつくるための袋とかそういったものを、私どものほうから支援するということは可能

なのかなというふうには考えております。 

 終わります。 

  

No.120 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.121 ○１番（川上 裕議員）  

 そういうお答えになるかと思っていましたけれども、これも一緒で、袋を保管しているの

は、私の吉池区でもそうですけれども、砂場があるところはいいんですよ。自分たちでやろ

うと思えばできるんですが、そうでないところは、砂場がなくて何もないところは、詰めれな

いんですよね。 

 ですので、この吸水性土のうを支給していただいて、欲しいところでいいんですけれど

も、そういうことがやれるような体制をとっていただきたい。 

 まずはサンプル的にも見せて配っていただくというようなことをしていただいてもいいので

はないかなと思います。 

 多分、一括交付金が始まっているので、その範囲でやってくださいというような意味合い

だとは思うんですが、そこら辺はまたちょっと違うような気がするんですね。そこら辺はどう



でしょうか。 

  

No.122 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.123 ○市民生活部長（石川順一君）  

 そういったものもございますので、皆様のほうにＰＲしていくことは可能かなと思っており

ます。 

 それから、土のうの砂のことなんですけれども、地区で例えば防災訓練をやっていただ

いたときに、少し砂を手配していただいて、その場所で詰めていただいてそれをご活用い

ただくとか、水害については、季節的にも限られますし、地区も非常に限られてきますの

で、そういうような形でやっていただけるとありがたいなというふうに考えております。 

 終わります。 

  

No.124 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.125 ○１番（川上 裕議員）  

 それであれば、そういうことで結構なんですが、この自主防災組織とかそういったもの

は、区長さんなり町内会長さんなり、１年とか２年の人が多いわけですよ。 

 その方々に、かわったついでにいつも説明できるというのはなかなか難しいところがあっ

て、阿野地区みたいな区長さんは、もう３年やってみえるんですかね、地域にも詳しい方

がやってみえるのは、詳しくやってみえますけれども、そういうようなところは比較的やりや

すい。 

 ですから、そういったところも見ていただいて、小まめな、何ていうんですか、サービスを

行政のほうもしていただけたらなと思います。 

 そこら辺が一番接点になるんじゃないかなと、これから思いますので、よろしくお願いして

おきます。 

 それから、市民の皆さんの中には、「昔は水が出ると、よく消防署の人だとか消防団員の

人だかよくわかりませんけれども、見に来てくれて、土のうを積んでくれたりとか水かきをし

てくれた」と言う方もおみえになります。「最近の行政は何もしてくれない」と。 

 そういうようなことは、職員の削減の影響が出ているのか、もともとの考え方の違いでそ

うなってきたのか、それはわかりませんが、そこら辺の、そういうことについての認識は、ど

ういうような認識をお持ちでしょうか。 



  

No.126 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.127 ○市民生活部長（石川順一君）  

 決して職員が行けなくなったのが、職員が冷たくなったからとか、そういうことではござい

ませんで、やはりある程度地域とか自己防衛をしていただく必要はあるのかなということは

思っております。 

 ただ、職員のほうも確かに人数に限りがございますので、地区へなかなか行けないとこ

ろもありますけれども、全体的な部分を見ておるというところでございます。 

 終わります。 

  

No.128 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.129 ○１番（川上 裕議員）  

 先ほどの市長だよりの中に、災害の配備体制ということで、「第２次警戒配備を設定し、

35 人程度の実働部隊の職員を招集します」と、そして「路面冠水など軽易な被害にも機動

力を発揮します」というようなことでうたわれております。 

 それで、ただいまのような、ちょっと水が出たときだとか、こうやって出たときやなんかに

見ていただけるのは、この実働部隊の方ですか、これはまた別のことなんでしょうか、お願

いします。 

  

No.130 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.131 ○市民生活部長（石川順一君）  

 今回、新設しましたその機動性のある警戒配備の人間でございますけれども、その人間

につきましては、個々のご家庭というよりも、例えば道路で冠水して通行どめしなければな

らないですとか、樹木等が倒れてそこで通行ができないとか、そういった部分を、樹木を撤

去したり、交通どめをしたり、そういったようなところで作業していくという予定をしておりま

す。 

 終わります。 



  

No.132 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.133 ○１番（川上 裕議員）  

 そこで、軽易な被害、路面冠水は軽易な被害と書いてありますね。これは当事者にとっ

ては大変なことですよ、毎回。 

 現場はご存じないのであれでしょうけれども、バス通りのところなんですけれども、玄関と

道路が一緒の高さで、車が通っていったら水が入ってくるわ、バスが通っていったら入って

くるわ、そんなことを毎回やっているので、軽易な被害という表現をここでされてもらっちゃ

困りますよ。 

 市長のところは高台で高級住宅かもしれませんけれども、こういう水の災害は、本当に

大変なところだと思います。 

 そういうところをもう少し気を配って字を書いていただきたいと思いますね。 

 それで、今のその市バスの件ですけれど、バスが通るようなところは、冠水した場合、通

行どめをしていただけるとか、そういうようなことの手当てというのはできるのかどうか、お

聞きします。 

  

No.134 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市民生活部長。 

  

No.135 ○市民生活部長（石川順一君）  

 ことしの水害のときもそうですけれども、道路が冠水して車がとまってしまう危険性があ

るとか、アンダーパスで全く通れない場合には、通行どめの標識を立てて交通どめをさせ

ていただいております。 

 終わります。 

  

No.136 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.137 ○１番（川上 裕議員）  

 速やかにひとつやっていただけるようにお願いします。 

 次に行きます。 

 先ほどの地域の自主防災との関係だとか、地域と行政の接点ということで、吉池区では



10 月に、ほかの区もやってみえるのかもしれませんけれども、10 月に耐震診断ローラー

作戦を実施しました。これは市長マニフェストにもうたってありますね。 

 留守宅も含めて 174 件を訪問して、９件という申し込みがあったのは、そういう低い数値

でした。 

 しかし、そうやって訪問したりとか診断のときに、高齢者ではなかなかできないタンスの

家具の取りつけだとか、そのほかいろんな災害に対する予防のＰＲだとか、そういうことを

小まめにやっていただくようなことをしていただければ、もう少し行政と市民との距離が縮

まるのではないかと思います。 

 中には、今の診断員によってはそういう方もおみえになるそうですけれども、そういったこ

とも、少し手当も低いそうですけれども、手当をちょっと上げていただければ、そういうこと

もやっていただけるのかなということを思います。 

 いずれにしても、そういったときを利用していただいて、住民の人にいろんな災害だとか

そういったことをＰＲしていただく、そういったことが大事ではないかなと思いますが、その

辺はいかがでしょうか。 

  

No.138 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 横山経済建設部長。 

  

No.139 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 ご質問の件ですけれども、正式名称が、愛知県木造住宅耐震診断員と申します。その

方たちが耐震診断にお伺いしております。 

 その際、依頼者に対しまして、民間木造住宅耐震改修費補助についてＰＲしております。 

 また、耐震シェルターの整備補助金についてもＰＲしてまいります。 

 先ほどのご質問の、その際、例えばタンスの転倒防止とかその辺のことにつきましても、

この愛知県の耐震診断員に対しまして依頼をしてまいりたいと思います。 

 また、その診断員の報酬につきましては、１戸当たり４万 5,000 円ということで決められて

おりまして、これは、国と愛知県で決められた額であります。 

 診断費が３万円、概算工事費を出すのに１万 5,000 円ということで、合計４万 5,000 円と

いうふうに決められておりますので、例えばそれをアップさせていただくということになりま

すと、市の単独費でお出しするということになります。 

 現在は、４万 5,000 円のうち国の補助金が２万 2,500 円、市と県が４分の１ずつで１万

1,250 円というふうに負担しておりますので、報酬額のアップにつきましてはなかなか難し

いというふうに考えております。 

 以上でございます。 



  

No.140 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.141 ○１番（川上 裕議員）  

 要請だけひとつお願いしておきます。 

 次に行きます。 

 総合計画の目標の進捗というところでお聞きしまして、この2015年の目標値を、先ほど、

大半はクリアはしておりませんけれども、ほぼ近いところに目標値がいくということでお答

えいただきました。 

 その場合、水害に強いまちづくりに対する、どういう言葉を使ったらいいのか、寄与率と

かいうものは難しいと思うんですけれども、豊明市の今後予測される豪雨、台風等に対し

て、どのように対処していかれるおつもりか、お聞きしたいと思います。 

  

No.142 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 横山経済建設部長。 

  

No.143 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 ことしの８月８日ですか、ゲリラ豪雨もございましたね。したがって、我々もその季節がま

いりますと非常に緊張してまいります。 

 先ほどの吉池地区も、いまだ解消されておりません。大久伝地区もそうなんですけれど

も、それらの対応につきまして、市として考えております今後の方針でございますが、境川

水系の皆瀬川、正戸川について、これらの河川は、おおむね５年に１度の確率で降る時間

最大雨量 50 ミリの降雨に対して流下能力を確保しておりますので、現計画であります境

川流域整備計画においては、整備されておるということになります。河川のことですけれど

も。 

 現在、新たに県と境川流域関係市町で境川の将来整備計画であります二級河川境川水

系河川整備計画を策定いたしまして、今年度国に認可を得るために鋭意努力をしていると

ころでございます。 

 この二級河川境川水系河川整備計画は、名鉄橋梁より下流部区間の河床の高さを１メ

ートル 50ほど下げ、河口から境橋上流５キロメートル地点まで、20年に１度の確率で降る

時間最大雨量73.7ミリ、並びにそれより上流で10年に１度の確率で降る時間最大雨量63

ミリの規模に対して、安全に流下させる計画でございます。 

 また、平成 21 年度に市街化区域内の吉池、大久伝、三崎地区の浸水対策として、豊明



市特定都市下水道計画が策定されております。 

 こうしたことから、平成 28 年度から第５次総合計画がスタートいたしますので、二級河川

境川水系河川整備計画、それから豊明市特定都市下水道計画、並びに現在取り組んで

おります境川流域総合治水対策に基づきまして策定いたしました豊明市総合治水対策基

本計画、これは総合計画とリンクしておりますが、この基本計画に掲げる洪水調整、流出

抑制、流下促進、土地利用など、それぞれの対策も含めまして、新たな総合治水対策計

画を策定いたしまして、浸水被害等の軽減に向けた取り組みを進めたいと考えておりま

す。 

 以上でございます。 

  

No.144 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.145 ○１番（川上 裕議員）  

 それでは、次に行きます。高齢者健康促進対策。 

 全国で今、3,300万人の人が、何らかの健診を受けてみえません。そういう数字が出てい

ます。 

 最近のニュースでは、ローソンでは、健診を受けなかったり再診を受けなかった人は賞

与を減らされると、カットされると、そういうことで、民間企業でもそういった力を入れている

と、健康促進に。そういうような情報を聞いております。 

 これは結局、保険組合の負担を減らすということになるかと思います。 

 それから、特定健診の受診率についてのご回答をいただきました。43.8％ということで、

次からは 60％ということですね。 

 そこで、けさの質問にもありましたけれども、若手の人たちのことを考えると、将来を考え

ると、若手の人のことも考えないといけない。 

 そこで、65 歳以上と 64 歳未満でそれぞれのその健診の受診率が、以前と、その目標の

15 年とで変わっているのかどうか、わかれば教えていただきたいと思います。 

  

No.146 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.147 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 平成21年度と平成24年度の特定健診の受診率の比較をしますと、まず21年度の受診

率が37.2％、それが43.8％に上昇しております。また、40歳から64歳は27.8％から32.1％



に上昇しております。 

 若い世代は受診率が悪い中で 4.3％増加したことや、受診者も 184 人増加したことから、

ある程度の評価はできるものと考えております。 

 終わります。 

  

No.148 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.149 ○１番（川上 裕議員）  

 それでは、次に行きます。 

 ウオーキングコースの話をしました。全市で９コースあるんでしたか、そのうち３コースを

歩いてみたんですけれども、結論から言いますと、体育館横のふれあいだとかかたらいの

道ですね、ああいうようなのがモデルコースとして１つぐらいはつくっていただけるといいと

思うんですが。 

 この前も歩きましたけれども、老齢者のおばさん２人と歩いたんですが、道が悪いので、

下ばっか見て歩いておると信号を通り越しちゃうというようなこともありまして、危ない目に

も遭いそうだったことがありました。 

 そんなようなこともありますので、そういったウオーキングコースの設定というのもどうか

なと思いますが、そのような計画はありますか、いかがですか。 

  

No.150 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.151 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 新たにウオーキングコースをつくるという計画は、現在ございません。 

 終わります。 

  

No.152 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.153 ○１番（川上 裕議員）  

 時間もないので、次に行きます。 

 ご存じかと思いますが、プールについてです。武豊町のプール建設の例です。 

 知多南部広域環境組合５市町でごみ処理場の建設計画があるんですけれど、半田市で



あります。半田市が、土地の確保の理由で武豊に変更になりました。 

 そして、東部知多と同じで、余熱を利用して温水プールの建設を予定しています。 

 他市と違いまして、ここは町内小中学校のプールも老朽化しているので、そこを廃止して

その温水プールにすると、そして生徒たちはバスで送り迎えする、そういった水泳授業に

するというようなことも検討しているというようなことです。 

 費用は、詳しいことはわかりませんが、５市町の負担金 16 億円を利用してやられるとい

うことと聞いております。 

 参考までに、東郷町のいこまい館は、プールも含めた複合施設で、土地が 17 億、建設

費そのほかで 33 億、50 億かかっております。 

 先ほどプールの利用料のことで検討ということで、他市町のこともあるので、非常に今の

ところは難しいというご回答をいただきました。 

 沓掛だとか、私のところの吉池の人たちは、洲原公園だとかウィングアリーナでしたか、

刈谷の。そちらのほうへ、ここら辺の方は行かれる方が多いです。 

 ちなみに、利用料は 400 円です。 

 ですので、東部知多のほうも、先ほどの要求でそういうことも検討していただきたいんで

すけれども、そういった刈谷のほうもそういったことで、あわせて、とにかくプールを利用す

る機会をふやす、そういうことを努力していただきたいと思いますけれども、そこのあたり

はどうでしょうか。 

  

No.154 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.155 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 先ほどのご答弁でも申し上げましたとおり、水泳といいますか、プールというのは、高齢

者の健康増進・保持には大変有効な運動だというふうに考えております。 

 そのため、東部知多の利用については、半額助成ということをしております。 

 また、刈谷のプールとなりますと、それまで助成となることにつきましては、今後十分に

研究してまいりたいというふうに考えております。 

 終わります。 

  

No.156 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.157 ○１番（川上 裕議員）  



 そういうことで、健康的効果には非常に大きいということは皆さんにも理解いただけると

思うんですけれども、私の身の回りだけでも、先ほどの洲原だとかウィング何とかというプ

ールに行ってみえます方が３人みえます。 

 なぜ行き出したかというと、医者にもかかっていて、何年もかかっていても治らないと、腰

痛とか膝痛が。そこへ通って１年で治したと、物すごく喜んでみえる方がおります。 

 うちの今のこの議員の中にも、１人、半年ほど医者に通っている人がいますけれども、そ

ういうことも利用していただいてやっていただきたいなというふうに思っております。 

 そういうことからも、健康寿命が２年延びたら、推測の域を出ないかと思いますが、医療

費はざっとどのぐらいの削減ができるのか、もし試算ができれば教えていただきたいと思

います。 

  

No.158 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.159 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 健康寿命を２歳延ばすとどれぐらいの医療費の削減になるかということで、これは定まっ

た数式とか、それを算出する方法がないものですから、若干粗い私なりの計算になります

が、愛知県の健康寿命は、男性が 71.74歳、女性が 74.93歳ということで、これは日本でも

上位にランクされるということでございます。 

 豊明市のこの年齢層の医療費の総額、例えば 65 歳から 74 歳までの総額が約 31 億

8,000 万円でございます。 

 この 31 億 8,000 万円を 10 歳といいますか、10 年で割って、そのうちの２年分、２歳延び

たらということですので。そうしますと、６億 3,600 万程度になります。 

 この６億 3,600 万円程度が丸々削減ということではなくて、全く病院に行かないなんてい

うことは考えられませんので、そのうちの半分程度がその医療費と考えると、まことに粗い

計算になりますが、３億円ぐらいが削減できる可能性があるのではないかなというふうに

考えております。 

 終わります。 

  

No.160 ○議長（伊藤 清議員）  

 川上 裕議員。 

  

No.161 ○１番（川上 裕議員）  

 それだけの投資の価値はあるということで解釈しておきます。 



 次に、時間がありませんので、災害と市民税については、あしたダークホース議員が予

定していますので、私は遠慮しておきます。 

 そこで、気さくで話しやすい市長にお聞きします。 

 遠い将来、市長をやめられると思いますけれども、畑を多分、やられるんじゃないかと思

いますが、腰を痛めたとか、そういうときのためにプールをつくったらいかがでしょうかとい

う提案と、これからの社会を担う成人、高齢者の健康促進に関する投資は、大きな大き

な、今の話ではありませんけれども、医療費削減になるかと思います。 

 そのための投資というものをどういうふうに考えてみえるのか、お聞きしたいと思いま

す。 

 先ほどの市長だよりでありましたことが、歩いて暮らせるまちづくり、まちづくりの考えを

取り入れて取り組まれていくお考えがあるのか、お聞きしたいと思います。 

  

No.162 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市長。 

  

No.163 ○市長（石川英明君）  

 済みません、ちょっとつかみ取れなくて申しわけなかったですが、１つは、プールを利用し

たということが１点ですか、それからもう一点は、これから健康づくりということでのまちづく

りのあり方ですか。 

 プールにつきましては、言われるとおりだろうというふうに思っています。もちろん効果も

あります。 

 しかし、そのことで豊明がすぐにプールの選択をするかということは、一度検討すべきか

なというふうに思います。 

 私自身は、今、ウオーキングということで、これからの健康寿命を延ばすということも確

かにあります。 

 例えば、名古屋大学の水野先生、総長補佐というのは、やはり第二のふくらはぎを鍛え

るということが非常に健康寿命につながっていくことも十分あるわけです。 

 ですから私自身も、福祉だけではなくて、まち全体が、これから歩きたくなるまちをつくり

たいということはずっと思っているわけです。 

 そのことと、今の健康ウオーキングとが結びついていくわけです。 

 ですから、この一端だけちょっと触れておきますが、例えば今、大原公園で平野敬祐議

員もお力添えをいただいて四季のこみちというのをつくります。 

 こうしたことを、先ほども体育館の横の話をされましたが、豊明全体を、例えば今、名鉄

でも、桶狭間古戦場まつりのときにウオーキングみたいな形でウオークラリーをしています



ね。 

 そうしたことで、豊明全体に歩きたくなるようなまちをつくっていくとなると、歩道やいろん

なものを整備をしたり、京都なんかでありますね、哲学の道とか。 

 そうしたものを、これから歴史的に結ぼうというものができたり、それともまちの歩道を、

とってもすてきな歩道をつくって景観をつくるということもできるだろうし、皆さんがやはり歩

きたくなるようなまちをつくるということは、１つには、大きな効果があるだろうというふうに

思います。 

 しかし、これだけで全てではないと思います。 

 だから、例えば今、取り組んでいるのは、ＣＫＤといって人工透析をする、これだけでも国

保で推測をすると８億ぐらいかかるわけです。この方を人工透析にいかない予防の段階で

きちっと指導する。今もう計画に入っていますが、そうすると、１人人工透析をしないと 500

万が浮いてくるわけです。２人いかなかったらもう 1,000 万ですね。 

 そういうような予防から、先ほど来、議員の皆さんが言っている食育とか、あらゆる面で

やはり考えていくことが必要になるのではないかなと思っています。 

 ですから、もちろん言われた１案についても、一度示唆をしたいというふうに思っていま

す。 

 以上であります。 

  

No.164 ○議長（伊藤 清議員）  

 残り時間約３分です。 

 川上 裕議員。 

  

No.165 ○１番（川上 裕議員）  

 それでは最後に、今回は、総合計画の中から進捗についてお聞きしました。 

 市長は、本会議の冒頭の挨拶で、第５次総合計画について語られました。コンサルタント

も決定しましたと、市民アンケートも予定してます、地域に出向いて地区ごとに策定してい

く、そして幹部と協議をしていく。それは当たり前といえば当たり前なんですけれども、今ま

でになく市長が強い決意を述べられているので、非常に期待しているところであります。よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 そこで、今回の水害対策、成人、高齢者の健康促進は、将来のまちづくりの重要な案件

ですので、先ほどの強い決意を裏切らないように、総花的にならず、優先的というか、重点

化して進める、職員の手でつくっていく、そういった第５次総合計画へつないでいただくこと

を強く要望しておきます。 

 以上で質問を終わります。 

 ありがとうございました。 



  

No.166 ○議長（伊藤 清議員）  

 これにて、１番 川上 裕議員の一般質問を終わります。 

 ここで、10 分間休憩といたします。 

 
午後２時１３分休憩 

 
午後２時２３分再開 

  

No.167 ○議長（伊藤 清議員）  

 休憩を解き、休憩前に引き続き一般質問を行います。 

 ９番 一色美智子議員、登壇にてお願いいたします。 

  

No.168 ○９番（一色美智子議員）  

 議長のお許しをいただきましたので、通告に従いまして一般質問を始めさせていただき

ます。 

 １項目、子育て支援の充実について。 

 ひとり親家庭への寡婦（夫）控除のみなし適用について。 

 ９月４日、最高裁大法廷は、結婚していない男女間に生まれた非摘出子、婚外子の遺産

相続分を結婚した夫婦の子の２分の１とした民法の規定について、法のもとの平等を保障

した憲法に違反するとの判決を出しました。差別的な扱いに苦しんでいる人を救う大変に

重要な判断であります。 

 憲法は、法のもとの平等を保障しています。両親が結婚しているかどうかによって、生ま

れた子どもが差別されることは、許されるものではありません。 

 例えば、出生届には、摘出子と摘出でない子のチェック欄があります。 

 また、同じ母子家庭でも、婚姻歴の有無で経済的な負担に差が出るのが寡婦控除であ

ります。 

 パートナーと死別や離婚した母親は所得税が控除されるが、未婚の母親には適用され

ていません。 

 今回の司法判断を契機に、こうした差別的な扱いも見直しが必要であります。寡婦控除

を非婚の母子家庭にも適用しようとの動きが、全国の自治体で先行的に広がっておりま

す。 

 そもそも寡婦（夫）控除は、大黒柱である夫（妻）を失い、子どもを抱えて生活をする妻、

夫を助けようとつくられた制度です。 

 第２次大戦後、夫を亡くした女性への線香代として始まったという経緯から、旧来の家族

観、結婚観が色濃く残っています。 



 その後、離婚家庭にも適用を広げられてまいりました。 

 所得税法や地方税法では、寡婦の規定を夫と死別または離婚した後に再婚していない

人や、夫の生死が明らかでない人と規定をされております。 

 ここから抜け落ちているのが、さまざまな理由で結婚せずに子どもを産み、育てている非

婚のシングルマザーの方々であります。 

 寡婦（夫）控除の額は、所得税、住民税ともに約 26 万から 30 万円ぐらいになります。 

 それは、収入に応じて区分のある保育料や公営住宅の家賃にも影響をしてまいります。 

 同じひとり親で、同じように苦労をしているのに、異なる取り扱いを正当化する理由が見

つからないという状況であります。 

 国勢調査などによりますと、母子のみで構成された世帯は、全国で約 75万世帯、親族と

同居している母子世帯を含めた総数は約 120 万世帯であります。うち、１割弱が非婚世帯

と見られております。 

 母子世帯の平均収入は、一般家庭の４割に満たない約 213 万円と、低い収入状況であ

ります。 

 昨年、国立社会保障人口問題研究所が、単身女性の 32％が貧困という数字を発表し、

社会に衝撃が走りました。 

 母子世帯の貧困率は、さらにそれを上回る 48％であり、女性が家計を支える世帯に貧

困は集中している状況であります。 

 そこで、伺います。 

 １番、母子・父子家庭の現状について。 

 ２番、本市における非婚の母子・父子家庭の生活の現状について。 

 ３番、保育料の算出について。 

 ２項目、地域包括ケアシステムの確立について。 

 介護保険制度は平成 12 年４月にスタートをし、制度施行後、12 年が経過いたしました。 

 そのサービスの利用者数も年々増加をし、今では、当時の３倍となって 400 万人を超え

るなど、高齢者の暮らしを支える制度として定着をしております。 

 一方、世界に例を見ない日本の高齢化の進展は、2025 年には 75 歳以上の人口が約

3,657 万人に上がるとされ、今後の急速な高齢化の進展は、医療ニーズの高い高齢者や

重度の要介護者の増加、また単身高齢者のみの世帯の増加への対応、あるいは介護人

材の確保などが喫緊の課題となっております。 

 これらの諸課題に対応するために、国においては、改正介護保険法が平成 24 年４月か

ら施行されております。 

 この地域包括ケアは、高齢者の生活を地域で支えるために必ずしも介護保険給付だけ

では十分でないことから、高齢者が住みなれた地域で安心して暮らし続けることのできる

よう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスの５つの視点での取り組みを分断して



提供するのではなく、利用者のニーズに応じた適切なマネジメントにより、包括的に、また

継続的に、サービスと入退院、在宅復帰を通じて切れ目なく提供できるよう、地域包括ケ

アシステムの実現に向けての取り組みをすることにあります。 

 そこで、お尋ねをいたします。 

 本市におきましても、改正介護保険法に示された趣旨を踏まえ、豊明市第５次介護保険

事業計画が策定をされ、２年が経過をし、間もなく３年目を迎えようとしています。 

 住みなれた地域で医療、介護、予防、住まい、生活支援などの各サービスを一体的に捉

え、支援する地域包括ケアの取り組みについての現状分析と、課題をどのように考えてい

るのかお伺いをいたします。 

 ２、地域包括支援センターを２カ所にふやし、地域高齢者の身近な総合相談、支援機能

の役割がますます重要となってまいりますが、困難な事例もふえていく状況だと感じます

が、今の体制では限界があると思いますが、負担感、負担増についてはどのように考えて

いるのか伺います。 

 ３番、地域包括支援センターをもっと親しみやすく、わかりやすく、愛称として「高齢者あ

んしん相談センター」、「長寿あんしん相談センター」等に命名したらどうかと考えますが、

当局の考えを伺います。 

 ３項目、婚活支援で少子化対策を。 

 副市長におかれましては、めでたくご結婚をされまして、おめでとうございます。長続きの

秘訣は、我慢と忍耐であります。どうか末永くお幸せに、心よりお祝いを申し上げます。 

 この婚活に関しましては、平成 21 年 12 月議会におきましても質問をいたしました。 

 我が国では、かつては皆婚希望が強く、特別な理由がない限り、人生の中で結婚するこ

とが当たり前とする意識が一般的でありました。 

 しかし近年では、高い年齢に至るまで未婚にとどまる人々がふえ、結婚を選択的行為と

して捉える見方が広まってきています。 

 少子高齢化による若年者の減少、未婚率の上昇などを背景に、我が国の婚姻件数は減

少傾向にあります。 

 直近の2012年の婚姻数は、年間67万組で、最も多かった1972年の約110万組と比べ

ると、約 43 万組少ない６割程度となっています。 

 大学進学率の上昇、独身者の意識変化などを背景に、結婚する年齢が高くなる晩婚化

が進行しています。 

 日本人の平均初婚年齢は、2012 年で夫が 30.8 歳、妻が 29.2 歳となっており、1980 年に

は夫が27.8歳、妻が25.2歳から、約 30年間に、夫は3.0歳、妻は4.0歳平均初婚年齢が

上昇しています。 

 さらには、出産したときの母親の平均年齢を見ますと、2012年では、第１子が30.3歳、第

２子が32.1歳、第３子が33.3歳であり、32年前の1980年と比較すると、それぞれ5.9歳、

5.4 歳、3.9 歳と上昇しています。 



 ライフスタイルや意識の変化などを背景に、諸外国と比較して我が国は婚外子の割合が

極めて低く、晩婚化に伴って晩産化も進行しているのです。 

 少子高齢化が急速に進展する中、未婚率の上昇が少子化の背景にあると、かねてより

指摘をされてきました。 

 2013 年版厚生労働白書では、未婚者のうち、いずれ結婚しようと考えている人が９割近

くに上がったことから、若者の結婚願望は決して低いわけではない、ある程度の年齢まで

には結婚したいと思う若者はふえていると分析をしています。 

 一方で、異性の友人も交際相手もいないと答えた人が、未婚男性の約６割、未婚女性の

約５割にのぼったことを踏まえ、結婚相手の候補となり得る交際相手がいる若者は限定的

と指摘をしています。 

 また、本人の努力や気持ちの変化にのみ期待をするばかりではなく、周囲のさまざまな

支援によって結婚に至るケースもあると言及をしています。 

 少子化対策の１つとして、豊明版婚活を支援してはと考えますが、当局の考えを伺いま

す。 

 １番、本市の状況の把握と対策について伺います。 

 ２番、社会人交流セミナー等の出会いの場の提供、開催について伺います。 

 以上、壇上での質問を終わります。 

  

No.169 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.170 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 それでは、健康福祉部より子育て支援の充実について、１項目目、母子・父子家庭の現

状についてから順次お答え申し上げます。 

 本市の母子・父子家庭の世帯数を完全に捕捉することは不可能でございますが、ひとり

親世帯を扶助するための手当である児童扶養手当の申請及び受給の状況から推定しま

すと、平成25年度11月において、申請世帯505世帯、支給世帯444世帯、うち全部支給

228 世帯、一部支給世帯 216 世帯、支給停止の世帯は 61 世帯となっております。 

 手当受給の原因別に見ますと、離婚によるもの 428 世帯、全体の 84.8％となっておりま

す。死亡によるもの７世帯、全体の 1.4％、障がいによるもの６世帯、1.2％、未婚によるも

の 46 世帯、全体の 9.1％、その他３世帯ございます。 

 こういったような状況でございます。 

 ２項目目、本市における非婚の母子・父子家庭の生活の状況について。 

 母子・父子家庭の生活の状況を細かく捕捉することは不可能でございます。先ほどと同



様に、児童扶養手当の受給世帯の状況を分析してのお答えとなりますが、未婚による受

給世帯のうち、所得が年間100万円未満の世帯は56.5％、100万円以上200万円未満の

世帯 21.7％、合わせますと 200 万円未満の世帯は 78.2％で、これを見る限りにおいて、８

割近くが低所得世帯であると言えます。 

 住んでいるところも同様に、細かいところまではわかりませんが、実父母と同居している

という世帯は少なく、公団などを含む民間のアパートに住んでいることが多いと思われま

す。 

 ただしこの傾向は、受給原因が未婚の世帯に限ったことではなく、受給原因が一番多い

離婚を含めたひとり親家庭全体の傾向であると思われます。 

 ３項目目、保育料の算出についてでございます。 

 現在、保育園に入所しているひとり親世帯は、児童数にして117人、このうち未婚の世帯

であると判明している世帯は 17 世帯です。 

 また、ひとり親家庭になった原因が離婚なのか未婚なのかなどが不明な世帯が８世帯あ

ります。 

 ご質問の、寡婦控除を、現在、保育園に入所している未婚世帯であると判明している 17

世帯の保育料算定について、みなし適用した場合の影響を個別に検証しましたところ、保

育料が変更になる世帯はありませんでした。 

 ただし、ひとり親家庭になった原因が不明な世帯である８世帯の中に、１世帯のみ影響

のありそうな世帯があり、みなし適用すれば、保育料は月額１万 8,000 円から月額 8,300

円に下がることが想定されます。 

 続きまして、地域包括ケアシステムの確立について。 

 １項目目、取り組みについて、現状の分析と課題をどのように考えているかということで

ございます。 

 議員の申されますように、住みなれた地域で医療、介護、予防、住まい、生活支援など

各サービスを一体的に支援する地域包括ケアシステムの構築は、平成27年度から始まる

第６期豊明市高齢者福祉・介護保険事業計画においても重要な位置づけとなってきます。 

 当市においては、地域包括支援センターが実施する個別事例の地域ケア会議を始点

に、地域課題の抽出を行って、在宅医療、福祉の連携や介護予防など、地域包括ケアシ

ステムに位置づけられる事業展開に反映しております。 

 ２項目目、地域包括支援センターを２カ所にふやし、地域高齢者の身近な総合的な相

談、支援機能の役割がますます重要となってまいりますが、負担感、負担増についてはど

のように考えているか伺いますことにつきましては、平成 24 年度より地域包括支援センタ

ーは２カ所で運営しており、直営として１カ所で運営しておりました平成 23 年度より、全体

の総合相談の実績や地域での取り組みは、徐々に増加してきております。 

 第６期豊明市高齢者福祉・介護保険事業計画策定をする際において、今後の高齢者人

口の推移を見つつ、適切な設置を考えていきたいと考えております。 



 ３つ目、地域包括支援センターを、愛称として「高齢者あんしん相談センター」等に命名し

たらどうかということでございますが、地域包括支援センターの名称で地域の方々になれ

ていただくよう、リーフレットや回覧だけでなく、老人クラブなど地域の集まりでも周知啓発

を進めてきております。 

 今後もより一層、この名称に親しんでいくよう取り組んでまいりますが、名称の変更につ

きましては、今後検討してまいりたいというふうに考えております。 

 終わります。 

  

No.171 ○議長（伊藤 清議員）  

 伏屋行政経営部長。 

  

No.172 ○行政経営部長（伏屋一幸君）  

 行政経営部より、議員のご質問のうち、婚活支援で少子化対策をの１項目目、本市の状

況の把握と対策についてご答弁を申し上げます。 

 若い世代の未婚率については、以前、議員が平成 21 年 12 月のご質問いただいたとき

の平成 17 年度の国勢調査から見ますと、平成 22 年度の国勢調査では、30 歳代の未婚

率の割合は全体で 32.6％となり、3.3 ポイント上昇しておるところでございます。 

 特に、男性の 2.9％の上昇に比べて、女性が 3.8％の未婚率の上昇がございまして、女

性の上昇が顕著になっているということが見受けられます。 

 出会いの場は大切なことであると認識をしておりますが、結婚されない理由が、相手が

いないということだけではなくて、自身のライフスタイルや経済状況から、晩婚化が進んで

いるというふうに分析をしております。 

 国におきましても、少子化の最も大きな要因としておりますのが、晩婚化による女性の晩

産化から、生涯に出産できる子どもの数の低下を挙げておるところでございます。 

 晩産化は、女性が出産や育児に対して、経済面、核家族での子育て、自分の時間やゆ

とりの消失、仕事が継続できるかどうかなど、負担や不安が背景にあるというふうに考え

ております。 

 出会いの場の提供は重要であると考えますが、既に民間などで行われておりまして、民

間の豊富なノウハウにより、個々のニーズに合った出会いの場が選択できる状況にござ

います。 

 出会いの場の提供は、こうした民間のサポートで行っていき、我々行政といたしまして

は、子育て世代の不安の解消やワーク・ライフ・バランスを保つために、子育て支援の充

実に注力をしていきたい、このように考えております。 

 以上です。 

  

No.173 ○議長（伊藤 清議員）  



 横山経済建設部長。 

  

No.174 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 経済建設部より、婚活の関係の２項目目、社会人交流セミナー等の開催についてお答

え申し上げます。 

 社会人交流セミナー等につきましては、出会いの場を提供する機会の１つとして考えて

おりますが、商工会では、現在のところ婚活を支援する社会人交流セミナーの開催予定

はございません。 

 今後、商工会において婚活を支援する社会人交流セミナー等が開催された場合は、市

民へのプライベート関与であり、慎重に対応すべきこともありますが、支援について検討し

ていきたいと考えております。 

 また、市においても、このセミナーの開催は現在のところ考えておりません。 

 以上でございます。 

  

No.175 ○議長（伊藤 清議員）  

 一通り答弁は終わりました。 

 一色美智子議員。 

  

No.176 ○９番（一色美智子議員）  

 るるご答弁をいただきました。再質問をさせていただきます。 

 まず、１項目の子育て支援の充実について。 

 ひとり親家庭の寡婦（夫）控除みなし適用につきまして、先ほど、ひとり親家庭になった

原因が不明な世帯が８世帯あり、その中に影響があるのが１世帯と聞きました。その方が

もしも適用された場合が、月額１万8,000円から月額8,300円に下がるとのご答弁をいただ

きました。 

 寡婦（夫）控除があるのとないのとでは、金額の差が月額でも約１万円あるって今聞かせ

ていただきまして、また８割近くの方が低所得世帯であるということから、本市のみなし控

除、みなし寡婦（夫）に対する控除適用の導入についてのお考えをお示しいただきたいと

思います。 

 よろしくお願いいたします。 

  

No.177 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  



No.178 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 該当します１世帯については、ひとり親家庭になった原因というのが、今の時点では判

明しておりませんのであれですが、その辺の実情を今後、把握しながら、このみなし適用

ができるかどうかについても内部で検討していきたいと思います。 

 終わります。 

  

No.179 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.180 ○９番（一色美智子議員）  

 検討ということでしたけれども、同じ子育ての中で、婚姻歴があるかないかで寡婦（夫）控

除が受けられる世帯とそうでない世帯では、費用負担の金額に差が出てまいります。 

 このような現状でありますけれども、これは本当に不公平感は否めないなという感じがい

たします。 

 これは所得税法の欠陥があり、改正が必要ではなかろうかなというふうに思います。 

 国のほうでも今現在、議論の緒についたばかりではありますが、どうか豊明市の子育て

支援が充実するように、各部署検討の上、導入に向けて調査研究をしていただきますよう

激励をしておきます。 

 次の２項目目の、地域包括ケアシステムの確立についてに移らさせていただきます。 

 先ほどの答弁も含めまして、地域包括ケアを推進していくには、地域の課題を把握する

ことが重要だけれども、本市においては、個別のケア困難事例に対する問題解決が主に

行われ、地域課題の検討までまだまだ及んでいない、これが現実だと思います。 

 個々、個人の地域包括ケアシステムの確立に向けては、この個人の尊厳を守りつつ、利

用者のニーズを満たせる取り組みは、高齢となり、ひとり暮らしとなっても、また介護や医

療が必要となっても、住みなれた地域や我が家で暮らすことのできるための環境整備は、

私が言うまでもなく、喫緊の課題であると思います。包括ケアシステムの受容は大事な施

策であると考えております。 

 厚生労働省が平成 24 年の５月に発表した介護保険制度に関する国民意見の結果概要

を見ても、自分に介護が必要となった場合、家族の介護や介護保険サービス等を利用し

て在宅での生活を希望される人は 50％以上にものぼり、最も多い結果となっております。 

 我が党が全国で介護総点検運動をいたしました結果も、同等な回答でありました。 

 また、国が地域や在宅での介護保険法の見直しを図る背景には、2025 年にはいわゆる

団塊の世代が 75歳以上になり、病院や介護施設中心の支援体制では、追いつくことは困

難であり、抜本的な改革が必要になったと考えられております。 

 今回の改正の目玉として、地域包括ケアシステムが位置づけられておりますように、在

宅での要介護状態に対応できる医療と介護の連携の強化や、サービス体系の構築が必



要となってまいりますが、そこで、お聞かせいただきます。 

 本市のアンケート調査結果では、医療との連携状況について余り図られていないとする

回答もありました。医療と介護の連携についての問題点と、今後についてどのように捉え

てみえるのかお伺いいたします。 

  

No.181 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.182 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 議員ご指摘のように、今後、高齢化が進む中で、在宅での要介護状態に対応できる医

療と介護の連携の強化や、サービス体系の構築が必要となってまいります。 

 国においても、地域包括ケアシステム構築の重要な施策として、在宅医療、介護の連携

強化を挙げているところでございます。 

 豊明市においても、慢性期、療養期の受け皿不足、医療・福祉専門職種の役割につい

て相互理解不足、地域医療の後方支援体制の未確立といった問題点があると認識してお

ります。 

 平成23年10月より導入している在宅医療、福祉総合ネットワーク、「いきいき笑顔」の活

用を進めることで、医療と介護の連携強化を図っていきたいと考えております。 

 終わります。 

  

No.183 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.184 ○９番（一色美智子議員）  

 例えば、要介護高齢者の方が病気になり入院しても、病状が回復いたしますと、次は入

所する介護施設を探さなくてはなりません。 

 また、介護施設に入所できずに、在宅で介護を受けざるを得ないケースも多々あると思

います。 

 そうなりますと、高齢者や家族の負担は大変に大きくなってまいりますが、その辺のとこ

ろはどのように考えてみえますか、お伺いいたします。 

  

No.185 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 



  

No.186 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 病院から退院されて在宅で療養される方の問題が一番大きいかと思います。 

 先ほども申しましたように、地域で医療、介護、福祉、住まい、そういったような地域包括

ケアシステムを構築することで、在宅で療養される方々の安心安全を担保できるというふ

うに考えております。 

 終わります。 

  

No.187 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.188 ○９番（一色美智子議員）  

 地域包括ケアシステムを実現・充実するためには、入院、退院、在宅復帰を通じて、切

れ目のないサービスを継続的に提供することが必要と考えます。 

 そのためには、医療関係者と介護関係者が、高齢者の状態やサービスの利用状況など

の情報を共有する必要があると思います。 

 医療関係者と介護関係者が高齢者の状態やサービスの利用状況などの情報を共有し、

必要に応じてサービスの調整ができる仕組みを築いていくことが、今後求められてまいり

ますが、医師会や介護事業者などの連携のあり方についてはどのように考えてみえます

か、お伺いいたします。 

  

No.189 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.190 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 現在、「いきいき笑顔ネットワーク」が稼働されております。 

 そのネットワークは、議員が申されますように医師、それと訪問看護ステーションだとか

介護事業所、または市の高齢部門とネットワークで結んでおりまして、必要に応じて関係

するその職種の方々が、その在宅で療養される方のケアをするというような仕組みになっ

ておりまして、ＩＣＴを活用した最新のシステムで動いておりまして、今後、その活用を広げ

ていくことで、多職種連携を図りながら在宅での療養者を介護していくということができる

のではないかというふうに考えております。 

 終わります。 

  



No.191 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.192 ○９番（一色美智子議員）  

 在宅の要介護高齢者が24時間、365日を通して、30分以内に駆けつけられる日常生活

圏内での介護、医療、生活支援などの 24 時間対応の定期巡回とか、随時対応型の訪問

介護・看護サービスが今後、地域包括ケアシステムの中核部分を担っていく仕組みだと思

いますけれども、その取り組みについてはどのように考えてみえますでしょうか、お伺いい

たします。 

  

No.193 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.194 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 これからの地域包括ケアシステムの中核部分となります 24 時間対応の定期巡回、随時

対応型訪問介護・看護サービスですが、一昨年、モデル事業として取り組みをさせていた

だきました。 

 その結果、今後、必要なサービスであるという認識は持っております。 

 現在、この 24時間対応型の定期巡回、随時対応型訪問介護・看護サービス事業につい

ては、市内、近隣において実施の可能性があるサービス事業所に打診をしているところで

ございます。 

 終わります。 

  

No.195 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.196 ○９番（一色美智子議員）  

 打診しているところということでありますけれども、具体的にはどうでしょうか、お伺いいた

します。 

  

No.197 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  



No.198 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 この 24 時間の訪問型の介護・看護事業というのは、議員が言われますように、夜間、30

分以内に駆けつける、それと真夜中のコールに対して随時対応しなきゃいけないというこ

とで、いわゆるマンパワー不足ということが問題でございます。 

 そういった観点から、こういった事業を専門にやっている事業所に今現在、打診をして、

27 年度からの第６期計画で実施可能になるような努力をしているところでございます。 

 終わります。 

  

No.199 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.200 ○９番（一色美智子議員）  

 利用者に最も適したサービスを受けてもらうためには、地域包括ケア会議や包括ケアシ

ステムを構築する上で、地域包括支援センター、ここの役割が大変大きくなってまいります

が、公的な支援だけではなく、多くの団体やボランティアなど、こうした地域の多様な社会

資源の活用と、そのための連携協議の場となる地域ケア会議の設置、運営が必要となっ

てまいりますが、本市においてのこの課題と、今後についてはどのようになっているかお

伺いさせてください。 

  

No.201 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.202 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 地域ケア会議につきましては、高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基

盤の整備を同時に進めていく地域包括ケアシステムの実現に向けた対策として、国が強く

推し進めているところでございます。 

 この地域ケア会議は、地域包括支援センターにおいて開催する、困難事例等の個別ケ

ースの支援内容を通じたマネジメント支援や地域課題の把握を行う地域ケア個別会議と、

市町村が開催する、地域課題を社会資源の開発や政策形成につなげる地域ケア推進会

議とに分けられます。 

 現在、地域包括支援センターにおいて開催している地域ケア個別会議の中で、地域課

題の把握に努めているところでございます。 

 また国は、地域ケア推進会議の既存会議の活用による開催という方針も打ち出しており

ますので、今後、介護保険計画の中で、その活用について研究してまいりたいというふう



に考えております。 

 終わります。 

  

No.203 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.204 ○９番（一色美智子議員）  

 地域課題の把握に努めているところということでございますが、地域包括ケアシステムに

は、医療や介護など専門家以外にも、地域などからの幅広い支援が欠かせません。 

 地域力、住民力を生かした取り組みについてはどのように考えてみえますか、伺いま

す。 

  

No.205 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.206 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 地域の課題としまして、この介護にかかわるいろんな問題につきましては、個々いろんな

問題がございますので、その個別事例について地域ケア会議の中で個々に対応を検討し

ていると。 

 あと、会議を構成するメンバーでございますが、介護職員並びにケアマネジャー、地域包

括ケアセンターの職員、行政の職員、そういったようないわゆる多職種間のメンバーによ

る構成で諸問題を解決していきたいというふうに考えております。 

 終わります。 

  

No.207 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.208 ○９番（一色美智子議員）  

 高齢者の多様なニーズに応えていくためには、多くの機関と人が密接に関係をしてまい

ります。 

 さらには、一律では当てはめることはできないような事例もたくさん出てくると思います。

地域包括ケアシステムは、今後ますます重要になってくると思います。 

 今後のいろいろな問題解決に当たっては、地域包括支援センターのリーダーシップや機

能強化や医療と介護の連携強化、また社会資質の活用等、さらに深く求められてまいりま



すので、本市の高齢者の皆様方が住みなれた地域で安心して暮らせるよう、介護行政の

諸課題、諸問題解決に向けて一歩も退くことなく果敢に挑戦をいただきますようご期待を

申し上げまして、次の愛称の件ですが、今後、検討と言われましたけれども、何か案があ

りますでしょうか。 

 アンケート調査の結果、地域包括支援センターの名前も知らない人が約 60％、６割の方

がみえます。 

 名前も知らないのですから、「利用したことがありますか」の質問には、７割以上の方が

「利用したことがない」と答えております。 

 気軽に、もうとにかく誰でも相談ができるように、わかりやすくすることは大変重要と考え

ております。 

 いち早く包括支援センターの愛称を考えていただきたいと思いますが、何か案などはあ

りますでしょうか。 

  

No.209 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 原田健康福祉部長。 

  

No.210 ○健康福祉部長（原田一也君）  

 議員が申されますように、確かに地域包括支援センターというのは、なかなか覚えるにし

ても覚えにくいような名前でございます。 

 ただ、これは介護保険法の中で名称としてこの施設がこういうふうになっておりますの

で、今まで使ってきたというようなことでございますが、愛称として考えていくということは、

これから親しみやすい愛称があれば、前向きに考えていきたいと思います。 

 今のところ、私どもで腹案があるということではございません。 

 終わります。 

  

No.211 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.212 ○９番（一色美智子議員）  

 前向きに検討していただきたいと思います。 

 あくまでも愛称でありますので、愛称はマスコット的な名前でもいいと思います。豊明らし

くすてきな愛称になればと思いますので、とにかくもうわかりやすく、親しみやすい愛称を

考えていただきますようお願いをいたしまして、次の３項目、婚活支援で少子化対策をとい

うことです。 



 この取り組みは、各県、各市町で取り組んでおります。近隣市町では、日進市、尾張旭

市、東海市等々で行っております。 

 また、東海市、一宮市、豊田市などでは、花婿学級なども開催しておりますけれども、本

市でもぜひ花婿学級なんていうのを行ってはどうかなと思いますが、いかがでしょうか。 

  

No.213 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 伏屋行政経営部長。 

  

No.214 ○行政経営部長（伏屋一幸君）  

 そういった取り組みがあることは承知しておりまして、民間だとかＮＰＯの方々がそういっ

たものをつくって、我々行政が後押ししていく形のようなことで進められるのであれば、や

っていきたいというふうに考えております。 

  

No.215 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.216 ○９番（一色美智子議員）  

 今回、国のほうでも、26 年度予算として、地域・少子化危機突破支援プログラム推進事

業経費として予算を組まれました。 

 これを使ってモデル事業を推進する考えはありませんか、お聞かせください。 

  

No.217 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 伏屋行政経営部長。 

  

No.218 ○行政経営部長（伏屋一幸君）  

 来年度の予算に出されました国の施策の、今、議員がおっしゃった地域・少子化危機突

破支援プログラムの活用はということでございますが、このプログラムの推進事業は、内

閣府が来年度、約２億円の予算をつけた事業でございまして、地方公共団体が創意工夫

した形での地域・少子化危機突破プランを全国から公募して、その中からモデル的な取り

組みを選定した上で、集中的にその取り組みを支援をして、成果や課題について全国的

に共有することによって、少子化対策の地域レベルでの取り組みを推進、加速化させると

いうものであるということを承知をしております。 

 婚活支援の先には少子化対策があり、そのためには、重要な支援プログラムだと認識を



しております。 

 本市に見合う有効なアイデアはもちろん採用していくべきでございますし、そのための情

報収集にも努めていく、そういった所存でございます。 

  

No.219 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.220 ○９番（一色美智子議員）  

 よろしくお願いいたします。 

 以前に栄や金山などでも行っておりましたが、街コン、飲食店を回って出会いの場をつく

るイベント、今、お出かけナイトなどを利用して街コンをしてもいいのではと思いますが、い

かがでしょうか。 

  

No.221 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 横山経済建設部長。 

  

No.222 ○経済建設部長（横山孝三君）  

 街コンは非常にいいことでありますし、お出かけナイトですね、これも定期的にやってお

りますので、ぜひ活用していただきたいと思います。 

 終わります。 

  

No.223 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.224 ○９番（一色美智子議員）  

 最後に、市として婚活を行ってはと考えますが、市長、婚活を支援して、最初にめでたく

結婚が決まったカップルには、市長みずからがお仲人をされてはと思いますが、市長、取

り組みについてお伺いいたします。 

  

No.225 ○議長（伊藤 清議員）  

 答弁を願います。 

 石川市長。 

  

No.226 ○市長（石川英明君）  



 実を言いますと、仲人はもう２件ぐらいやっておりますので、ありがとうございます。 

 ただ、今言われた婚活の問題は、実を言いますと、この間、東尾張の首長会議の中で、

首長同士でこのような課題の話が出ました。 

 それは何かというと、今の職員が、多分、どこの首長も、やはり結婚されてない職員が多

いという話が出まして、できたら各市町で職員同士の婚活をやれないかという提案があり

まして、ちょうどうちが幹事市で、ぜひ僕のほうでちょっとマネジメントができないかという話

があって、実を言いますと、日進と長久手のライオンズクラブの、それはちょっと職員には

流しましたが、これでは解決もいかないということで、一遍また何か考察をしなきゃいけな

いという段階にあります。 

 今、職員の中では、実際には婚活について、数回ちょっと論議をしたことがあるんです

が、まだ皆さんの意識が共有化されていません。 

 ですからこの辺のことが、言われたように少子化の問題を考えていくと、全国の首長会

議でいろんな人の発言を聞きますし、福祉ユニットに行ったときもそうですね、首長同士で

は、もう婚活は行政にとって必須の政策だということを言われる方が徐々にふえてきてい

ます。 

 ですから、そうしたことも一度我々自身が、全国の状況も踏まえながら一度整理をしなが

ら研究をしていきたいというふうに思っています。 

 以上であります。 

  

No.227 ○議長（伊藤 清議員）  

 一色美智子議員。 

  

No.228 ○９番（一色美智子議員）  

 ぜひ、進めていただきたいなと思います。 

 田舎の地域に行くほど、婚活は多いそうです。 

 ユニークな取り組みとして、岡山県備前市では、縁結び係を新設しております。 

 また、佐賀県では、出会いから育児まで総合的に支援をしておりまして、４１８（しああわ

せいっぱい）プロジェクトを始めております。 

 ぜひ、本市でも検討していただけますようお願いを申し上げまして、私の一般質問を終

わらせていただきます。 

  

No.229 ○議長（伊藤 清議員）  

 これにて、９番 一色美智子議員の一般質問を終わります。 

 以上で本日の日程は終了いたしました。 

 明 12 月５日午前 10 時より本会議を再開し、一般質問を行います。 



 本日はこれにて散会いたします。 

 長時間ご苦労さまでした。 

 
午後３時７分散会 

 

copyright(c) Toyoake City. 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 


